
Title 社会主義経済建設過程における中国農村経済の変遷(そのニ)

Author(s) 村岡, 伸秋

Citation 北海道大學　經濟學研究, 27(4), 49-97

Issue Date 1977-10

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/31400

Type departmental bulletin paper

File Information 27(4)_P49-97.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



社会主義経済建設過程に於ける中国農村経

済の変遷(そのこ〉

49 (899) 

村岡持秋

問、次
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六 農村飼養雪震の展開滋程

むすび〈以上本号〉

西経済作物生産の不振

1. 1956年及び57年に中国では都市を中心に深刻な物資の不足問題が生じ

た。 56生存6月む錆かれた第一期金棒人民代表大会第三次会議マの商業都説部

長銚依林の発言は政府の責任者が公式の場に於てこの関説を取り上げたもの

であり，事態の深刻さを内外に印象づけることになった。

消費物資の不足は車接的には労{勤務及びその家族数のま議加と，それら労轍

務の賃金上弁による消費水準の上昇の双方によって生じよ日用消費物資の

都市における不足，そしてそれを貰い求める市民の宥列は当時一般的な翠象

であったが，特に深刻の度合が深かったのは鉱;丸野菜等のいわゆる副食品

の懇で、ある。全閣の大中都市凌び「第 i期 5ヶ年計画の経済難般によって出

現したj新工業地法，新鉱業地長互における爵食品の供給量は需要最に対して

ほぼ50~60%の水準にあったと Lづ oある調査によれば，都市での主食と磁

食の家計支出の割合は56年前後でほぼ6: 4である。それ自体で、先進諸閣の
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食生活における副食品の比率にはほど速いが，そのことがまた当時の供給能

力を暗示しているといえよう。中固有数の工業都市が集中する東北遼寧省で

は1955年に他の省から消費量の20%にあたる26万2，900頭の豚を買い入れ，

57年の2月には内蒙古や河南省等から14万 1，600頭の豚を買入れることを決

定している。また1957年の 1月から 4月にかけて北京，上海，漢口，東北各

都市は山東，河北，河南，広東等の諸省から野菜3億 1，000万斤を調達，一

万両以上の貨車を使用したとし、ぅ。しかしながら，すで巴1956年の 7月段階

で野菜等に関しては「現地での調達を主とし，外地からの調達を補とする」

方針が確立しており，また，当時は第 I期5ヶ年計画の重工業化政策との関

わりで，鉄道を中心とした運輸力量に限界があったため，上記のような例

は，中国全体にとって不都合な現象であった。

ところで，こうした消費物資の不足は当局者によって「生産の発展が人民

の購買力の上昇に遅れている」社会主義経済建設上の矛盾として認識された。

だから，それを解決するにはまず第ーにより多くの生産を農村で行えばよい

とされたので、ある。都市の市民には食糧を含めた消費物資の節約が，農民に

は可能な限りの増産が要請されることになlった。そして第二に1957年に入っ

てから，都市や新工鉱業地区近効での副食品の基本的自給の方針が，また都

市や新工鉱業区の新たな建設に際しては，野菜生産を計画項目に入れる方針

がたてられた。

一部の中国研究においてはこうした第 I期5ヶ年計画の執行中の都市での

消費物資の不足問題とそれへの上記のような克服策とを直接的に結びつける

ことによって，rソ連型の重工業優先発展路線」からの「中国型の独自の経済
発展路線」への移行が説かれている。だが，そうした考えは，この時期の都

市を中心とした消費物資の不足が何の原因によって生じたかを見ていないと

いわざるを得ないだろう。

先にも簡単に述べたようにこの時期の都市の消費品不足は労働者及び家族

数の増加(=都市人口の増加〉とそれら労働者の賃金の上昇による消費水準

の上昇によって生れた。表14に新中国成立後の都市と農村の人口分布を示す。
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表14 都市と農村の人口分布〈単位 1000人〉

全 体 都 市 農 村

1949 541，670 57，650 484，020 

1950 551，960 61，690 490，270 

1951 563，000 66，320 496，680 

1952 574，820 71，630 503; 190 

1953 587，960 77 ，670 510，290 

1954 601.720 81，350 520，170 

1955 614，650 82，850 531，800 

1956 627，800 89，150 538，650 

出所 Nai-Ruen Chen， Chinese Economic Statistics p. 127. 

表15 都市と農村の人口変動指標 (前年比 %) 

全 体 都 市 農 キサ

1950 101.89 107.00 101.29 

1951 102.00 107.50 101.30 

1952 102.09 108.00 101.31 

1953 102.28 108.43 101.41 

1954 102.34 104.73 101.93 

1955 102.14 101.84 102.23 

1956 102.13 107.60 101.28 

(出所〕 向上より作成。

1949年を100とすれば， 56年の指標は全人口が116，都市人口が155，農村人

口は111である。急速な都市化が確認されよう。だが都市人口の対前年比伸

び率を見てみると， 1953年一8%，54年一4%，55年一1%，56年一7%で

ある。 53年を別とすれば56年のj伸ひ、率が著しし、(表15参照)01956年に都市人

口を増大させた何らかの契機が存在しでいたことを予想させる。第 l期5ヶ

年計画の重工業建設を中心とした工業化政策は大量の労働者，職員を生，み出

した。表16はもとより正確度は定かではないが，各年末の全国の労働者，職

員数を示したものである。いずれにしても， 1956年の大きな伸びが示されて

いよう。国家統計局が発表したところによれば， 1955年に全国で増加した労

働者，職員は20万人であった。 1956年には新たに84万人の労働者，職員を増
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表16 年末全国職員労働者数 (単位万人〉

800(1) 

1，194(2) 

1，374(2) 

1，830(3) 

1，850(3) 

2，400(1) 

(1，511)(4) 

(1，768)(4) 

(1，863)(4) 

C 1，873)(4) 

(2，231)(4) 

周恩来「政府工作扱告Jr人民日扱J1957年6月27日。
(2，473)(5) 

周恩来「第一期全閣人民代表大会第一届会場上的政府工作扱告J(邦訳

日本国際問題研究所中国部会『現代中国資料集成第四巻」昭和45年， p. 
264) 
国家統計局「美子1955年度薗民選済計剣扶行結果公扱Jr人民日扱J1956 
年6月15日。
Nai-Ruen Chen， op. cit.， p. 479. 
『計剣溜費』編鰐部資料組，1956年労劫工資的情況Jr新年半月干IJJ1957 
年， No. 10， p. 115. 

加する計画がたてられた。だが，実際の増加数は230万人で，計画を超過す

ること 146万人であったとLづ。この超過した数だけで、日本でいえば一つの

京都クラスの都市が出現した訳であり，これに被扶養人口を加えれば，その

数は巨大なものとなる。増加した労働者，職員数はただちに都市人口の増加

となってあらわれた。ハルピン市では1956年の 4ヶ月で6万6，000人が，北

京市では56年(7)'1 月 ~10月までに62万人が増加した。これらの計画を超過し

て増大した労働者や職員及び、都市人口が需要要因となって，農産物，日用消

費品の深刻な不足をもたらしたことは明らかである。すなわち， 56年， 57年

の物資不足への圧力要因は，工業化一般に伴う消費人口の増大にではなく，

計画を超えて増加した消費人口に求めねばならなし!。

1956年にこのような都市人口の増加，労働者，職員の超過増大をもたらし

た原因の背景には以下のような事情が存在していた。

第 I期5ヶ年計画が最終的に確定したのは， 1955年7月の全国人民代表大

会第二次会議においてであるが，計画自体が開始されたのは日53年で、島る;

1957年はその 5ヶ年計画が終了する年であった。つまり計画が最終的に制定

された段階では，第 I期5ヶ年計画はすでに折り返し点に達していたので、あ
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る。第 I期5ヶ年計画の前半の 3年間の進行は多分に順調で、あ、った。わずか

に基本建設関係の投資において，その達成率が 3年間で50%であったことが

問題とされたく、、らいで、ある;ところが日56年の財政計画のt編成にあたっては，

この基本建設の遅れを取り戻すべく一挙に前年比62%増の 140億元の投資を

はかったことを含めて，全体に1"5年計画の超過達成とくり上げ達成をメド

にする」ような国家予算が組まれることになった。

年があけて， 1956年元旦の『人民日報』社説は1"5年計画を全国的にくり

上げ達成，超過達成するために奮闘しよう」と題する社説を発表，農業合作

化による新たな条件のもとで工業生産，農業生産，文化事業等あらゆる面で，

計画をよくり上げ，超過達成することを呼び、かけた。社説は1953年からの 3年

聞の実績と農業の社会主義的改造の勝利という条件をふまえれば， 1956年中

に第I期5ヶ年計画の諸指標を達成することは十分に可能であることを強調

している。

さらに，これを受けて， 1956年 1月号の雑誌「重工業通訊」は重工業部面

での 5年計画のくり上げ，超過達成を呼びかけ，その 2月号は基本建設部面

でのそれを正式に呼びかけることになった。この5年計画のくり上げ，超過

達成の呼びかけは，その後も続き，機械工業分野でも，また自動車生産の分

野でもそれぞれ行われることになった。全中国的にこのことがスローガン化

されるに至ったのである。

そして遂に農業の分野においても 1月15日に『人民日報』の柾説が発表

されて，農業生産目標の超過達成が呼びかけられることになった。さらに，

1955年ですでに第 I期5ヶ年計画の諸目標を達成した李順達らの農業労働模

範が全国の農民に向けて社会主義競争の申し入れを行い，ここに中国はあら

ゆる分野で1"5年計画を4年で達成しよう」とする運動の中に入り込んだの

である。

このように1956年には57年までに達成すべき指標をくり上げて達成するこ

とが正式の方針とされるに至るが，そのことが資源や労働力の配置等に重大

な影響を与えたことは容易に想像される。先に紹介した都市人口の増大，そ
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して労働者，職員数の増大がどの程度まで‘このくり上げ達成の呼びかけによ

ってもたらされたものであるか，いずれ興味深い実証対象として取組んでみ

ようと思うが，その急激な増加がこれらの呼びかけによって生じたものであ

ることはもはや明らかであろう。

また，こうした「過激」とも思える目標の設定の仕方によって，最も大き

な影響を受けた分野が，園内的には最も近代化の遅れた分野=農業であった

ことも明らかであろう。前号で紹介したように，食糧と棉花の増産政策に見

られたあの労働の多投入型の農法の大規模な展開はまさに上記の政策によっ

て招来されたものと言ってよし、。それらが¥，、かに中国農村経済を変化させ

たかについては，以下の項でさらにたちいって考察したいと思う。

先にも簡単に触れたように，今日の我国の中国研究界においては，この第

I期5ヶ年計画の「ソ連型重工業優先」政策が農村を疲弊させ，それへのア

ンチテーゼとして「農業を重視する」路線が形成されてきたとする見解が有

力である。だが， 1956年， 57年に農村を疲弊させ，都市問題を発生させた原

因は，rソ連型重工業優先」政策そのものにあったのではな L、。その原因は
「ソ連型重工業優先」政策の優先に，つまり，当初の計画を超越して進行さ

せられた重工業化政策にあったので、ある。農村の疲弊の責任は工業化政策一

般に帰せられではならなL、。計画を「廃棄」して行われた「過激」な工業化

政策に帰せられるべきなのである。

私は前号において， 1956年の中国の合作化をもたらした動力，要因につい

ては，国民経済と農村経済というあくまで一般的な視点からの考察にとどめ

ておいた。今や，それをもたらしたより強烈な動力，すなわち特殊要因とし

てのこの「急激な」工業化政策をそこにつけ加えたいと思う。 56年の急激な

合作化は工業分野での建設の加速によって二乗化された要請としてあったの

である。

だが，いずれにせよ，工業建設ないし都市建設の高揚なるものが，当初に

構想されていた計画をはるかに超えたテンポで進行したならば，それが真に
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社会主義経済建設上のそれであるかどうかをあえて問うことはせずとも，農

産物，消費物資等において，r増大する需要に供給が追いつかない」現.象が発
生したのは当然であったといえよう。それ故，増大する需要を満たし得るよ

うに供給及び生産を増やすことが農村経済に要請されたことも極めて当然の

ことであった。

1)桃依林「改進猪肉和議菜的供鹿工作Jr新i1'半月刊~ 1956年， No. 15， pp. 22---

25. 

2) 周恩来によれば労働者の年間平均賃金は1952年の446元に対し56年のそれは610元

である。 Cf政府工作扱告Jr人民日扱~ 1957年6月27日〉。

3) r人民日扱』社論「秒、極設展城市和工V区附近的副食品生戸J1957年5月9目。
4) 向上，また一般家計消費支出に占める副食費の割合は24.9%であったと U、う。

cr人民日報』社論「改善城市和τー磁区的高Ij食品供庖工作J1955年10月18日〉。
5) 陪瀬fiL牛省的生猪生芹領号工作必須A根本上加以改変Jr人民日扱~ 1957年5

月10目。

6) r人民日扱』前掲面白命， 1957年5月9日。
n 商業部，農業部，全閣供鈎合作怠社「美子第一次全園大中城市，工磁区議菜工作
会議，巴

8ω) 当時の運輸交通の緊張状況を示したものとして「中央有失部門百繍角定措施解決当前

這輸緊張問題Jr新隼半月干IJJ1956年， No. 19， p. 75，李峰，林印「目前某些地
区交通運輸方什1"緊張」同， p. 76がある。

9) r城市服努部負責人談目前副食品供m状‘Ie.H新i1'半月干IJJ1957年 No.1， p. 
97. 

10) [1人民日報』世論「釈極議展城市和工破区附近的副食生戸J19575年5月9日。

11) r人民日ー扱』肩上論 fA根本土解決疏菜供[三問題J1957年5月20日。
12) 闘家統計局「美子1955年度園民極済計支1J:t丸行結果的公扱Jr人民日扱j 1956年，
6月15日。

13) 李先念「美子1955年間家決算和1956年園家預算的扱告Jr新学半月刊~ 1956年，

No. 14， p. 5. 

14) 薄一波「美子1956年国民怒済計刻的扶行結果和1957年度国民怒済計主u人民日扱J
1957年7月2日。

15) “計制程済"編輯部資料組 f1956年労劫工資的情況Jr新iJ'半月刊J1957年， No・
10， p. 115. 

16) 1956年の労働者，職員数についてはし、くつかの数字があるが2，473万人というの

が最も正確であると思われる。
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17) r中華詩人民共和圏第一E寄金歯人民代表大会第二次会議事警於設展閣民慾済的第一鐙
五年計鎖的決議JIi新奈月事長JI1955年， No. 8， p. 205. 

18) 周思、来「政府工作扱告Jr人民日毅三 1957年5月27日o
iき〉 李先念，前掲報告， p. 4. これによって5年計感総投資額の87.6~;;の達成を関ざ

したが照窓来によれば実際にはお%の達成、で、あったという。(底思来，昔日潟幸華街〕

20) ヨドラビ念， 前掲幸革命， p. 3. 

21) Ii人民続殺3議士論 r;Jち全部地奨学完成和超綴完成五年計えIJifn沓斗J1956年 1}j 1 
日。

22) J'重工業遜訊』紅論「縫前完成五年計'lIJ方加速実E完投会::t:)(工業化郎議斗」了新隼

学丹羽iU1956年.No. 3， pp. 77-79. 

23) n設工業通訊』託論「加速緩設進度空挺前完成第一小五年計支1]基本建設任努J!f'選者
浮きド月子IjJl1956年.No. 4， pp. 58-，60. 

24) Ii機械工業J絞論 f迅速綴訂具体措施，:h挙取会溜地提言立完成机械工業的五年計
鋭利加快机械工業的援幾而普まより『新等学月刊JI1956王手， No. 4， pp. 63一喝5.

25) 孟小殺「挙耳支援平生産、汽主事JIi人民日綴JI1956年 1 月2~ f::l。

26) Ii人民f::lf霊j紙論 f鍵早起綴完成農業生主主計党!jJ1956年 1!ll5日。

27i r淡主主勢幼撲子在宅ドj膜iふ郭ミ忘恩冷紀前，武俊梨， '治義芸界和趨額完成五年計総3f
展長霊祭場産競凌!勾会関農業生fヰ;合作事l:，互助総和幾民提出約m義務議JIi新学学}j刊2
1956年， No. 4， pp. 71-72. 

28) 孟泰 f争取笈年計¥(.1]凶年完成JIi新銀半月flJJI1956年， No. 15， p. 28. 

2. とはいえ， 1956年， 57年の物資不足の原因を供給能力を超える都市の

侭jの需要の増大のみに求めることもあまりに単純すぎる。開放なら，等しく

f品不足Jの現象者ピ示しながらιも，そこには生産を全国的に伸ばしつつなお

需要を講たしきれなかった物資の摂と，生産そのものを減少させたことによ

る品不足の例とが混在していたからである。

表17に1955，56， 57年の 3ヶ年のそを種経済作物(衛品作物〉生産の推移を

訴したo56年に生産を減少させたものに棉花，ジ品ート，亜麻，なたね，ご

まの五種類がき 57年に減少させたものに麗麻，タバコ舎ピ…ナッツ，なたね，

ごま，ビート，茶等がある。もちろん，一部の減産の長室田には天災があゥた

ことは確認されている。だが，治大ずる都市の需要をど満たしうるか否かの次

元には及ばずに，生皇室の絶対量そのものを減少さ必たととの意味はやはり重

大である。
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表17 各種経済作物生産の3ヶ年の変動(単位 1， 000 t ) 

195 5 1 9 5 6 1 9 5 7 

中高 花 1，518.5 マ1，445 1，640 
シユー ト 250 マ 249 295 

亜 麻 88 マ 72 マ 58 
タ ノ、守 コ 485 570 マ 418
ピーナツ 2，926 3，336 マ2，571

な Tこ オョ 969 マ 920 マ 888
ラーや ま 463.5 マ 339 マ 312」

、さとうきび 8，110 8，678 10，393 

甜 莱 1，596 1，654 マ1，501

茶 108 120.5 マ 111.5

(出所) Nai-Ruen Chen， op， cit.， p. 339. 

マ印は前年より産高減少のもの。

表18 各種経済作物播種面積の変動 〔単位 1，000ムー)

1 955 1 9 5 6 1 957 

中島 花 86，591 93，834 86，629 

シユー ト 1，663 1，959 2，049 

現 麻 875 599 522 

タ ノ、e コ 6，840 8，690 8，130 

ピーナツ 34，025 38，725 38，124 

な た ね 35，070 32，477 34，619 
」加。 ま 17，199 14，269 14，130 

さとーうきび 3，063 3，316 3，999 

甜 菜 1，723 2，241 2.390 

(出}升) Ibid.， p. 287. 

農村で生産された経済作物は，そのほとんどの種類が，軽工業製品の原料

となり，それは民衆の日常消費物資となる。同時に，それらは原料ないし製

品の形で国外へ輸出され，工業建設に必要な外貨獲得源の役をも担っていた。

軽工業製品がし、わゆる農工価格シェーレを通して資金蓄積機構に組入れられ

ていたことと，外貨獲得源としてこれら経済作物が経済建設全体の中で極め

て重要な地位を占めていたことは明らかである。それらの生産計画が都市建

設ないし重化学工業建設の急激な進展につれて急速に上昇していったことは
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当然であろう。

ここでは落花生及び砂糖原料の例をとりあげよう。表18に55年から57年ま

での経済作物の播種面積を示す。

落花生の1955年の播種面積実績は3，402万ムー， 56年には13.8%増の3，872

万5，000ムーへと拡大した。 1957年には3，812万4，000ムーへ減少している。

生産量は55年が292万6，000t， 56年陀は14%増の333万6，000tへと上昇して

いる。 57年には257万1，000tへの減少である。落花生の1956年の播種面積は

当初の計画では4，200万ムーに達することになっていよその完成率は92.22

%である。その播種計画すら達成できなかった原因が存在しなければならな

し、。

1957年に入って，北京や上海等の大中都市で砂糖の品不足が生じた。 1956

年の甘庶の産量計画は22，984万担，実際の収穫は17，233万担である。その完

成率は74.9%であった。また，てん莱の産量計画は 4，464万担で，実際収量

は3，292万担， 73.7%の完成率に終っている。てん莱は東北の黒竜江，吉林

両省が主要産地である。 1956年の秋にはこの地方で大雨の災害があり， 200 

万ムーのてん菜地中30万ムーが全滅し，その他の土地の収穫も 7分作であっ

たとL、ぅ。自然災害が減産の原因とされた。だが， 57年には，その産量は

2，987万担にまで低下している。 57年にこれら地域で大災害が生じたという

記録は見当らなし、。また，甘庶の不振の原因もおおかた自然災害に帰せられ

た。甘庶は広東，広西，福建，四川，雲南，断江の六省で生産される。 56年

秋にはこのうち四省が早害で生産を減らしたとL、ぅ。だが， 56年の甘庶の播

種面積は 331.4万ムーで計画より40万ムー程低い。要するに，ここでも生産

計画を達成できなかった原因の他に播種計画すら達成できなかった原因が存

在しているのである。

播種計画を達成しえない原因は耕地面積の少なさむあった。中国は国土の

割に可耕地面積が少なし、。中部平原以西は人跡未踏の高山地帯であり黄河の

西北には広大な無人の砂漠が続いている。大規模な開墾あるいは国土の根本

的な改造による耕地面積の拡大は，一つには大量の資金を必要とすることに
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よって，もう一つには大量の人的資源の移動を必要とすることによって妨げ

られていた。中国革命の一つの課題は封建的土地所有を農民的土地所有にお

き変えることであった。「耕す者に土地を」とは孫文以来の中国近代史を貫く

テーマである。新民主々義革命は全国的な土地改革とL、う形態でその課題の

達成に成功した。もし大がかりな開墾政策によって，来たるべき社会主義建

設の農業の課題を達成しようとしたならば，数千年の封建的くびきから解放

されたばかりの多くの農民にその土地を離れることを要請することになった

であろう。中国は農業増産の課題を開墾とし、う外延的な拡大によってではな

く，単位面積産量の向上とL、う方法によって果たす道を選んだのであった。

それはまさしくかのウイットフォーゲノレ (K.A. Wittfogel)に‘よって定式

化された労働力の多投入による「園芸的に行われる農業J(Garten Bau)の

様相を想起させるに充分な大地へのたんねんな働きかけによる差是法の貫徹と

その高度の発展をめざす政策の再現.にほかならなかった。土地の合理的利用

を意味する複種面積の拡大，間作面積の拡大等はウイットフォーゲノレの言5

ところの「組み合・わせ耕種」の体系の一環をなすものであった。

それ故， 1956， 57年じ食糧や棉花の増産と並行して落花生，サトウキピ等

の諸経済作物の播種計画が大きな指標を伴ってたてられていたとしてもそれ

は不思議ではなかった。有限の土地を二倍にも三倍にも利用する方法を中国

は考え出したので、ある。だが，それにもかかわらず砂糖原料，落花生等の捲

種計画は完成されなかった。他の作物，とりわけ食糧との関わりで土地を確

保できなかったということを含めた過大な計画指標がその原因であろう。前

号で見たような例えば双季稲と泊料作物の一年三熟制度の導入に際して，も

し早稲，晩稲，泊料作物のと、れか一つに耐寒，耐早性に劣るものがあったら，

また，肥料，水，日照時間等が不足したならば，そこでは予期した成果をお

さめえぬであろう。また単位面積産量の上昇が経済作物にあっても主要方針

とされたことは食糧の場合と同じである。先の表17，表18でも明らかな通り，

落花生はほぼ前年のそれを維持したが，多くの場合逆に単位面積産量を低下

させてさえいる。土地の肥力の低下との関連が予想されるがそれを実証する
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資料はない。

このように， 1956年， 57年には急激な都市化を支える高い目標が設定され，

しかもそれが食糧や棉花の増産中心政策の中で農村に要請されていったので、

ある。一方1956年4月15日の『人民日報』社説は単位面積産量の高い食糧作

物の播種計画面積をいたずらに追及しすぎて，食用油，豆腐等の原料として

経済的価値の高かった大豆の播種面積を減らしたことを厳しく批判している。

これなどは食糧や棉花の増産政策が直接的に他の作物から土地を奪った例で

あり， 56年， 57年に大幅に生産を低下させた作物はほとんどこの類の原因に

よるものであった。

1957年に入っても，経済作物生産地区での食糧の自給政策は続けられた。

国務院副総理部子恢は2月21日に次のように演説している。

「農業生産経営にあっては必ず食糧増産を重点とする方針を堅持し，単

に産糧区のみが大量に食糧を増産し，都市農村人民の食用の供給を保証し，

牧畜発展を保証するだけでなく，棉産区やその他の経済作物の集中産区で

も一定の比例の土地を食糧生産にまわし，少しずつ，食糧の全部あるいは

大部分を自給するべきである。」

急激な工業化を支えるべき食糧の増産は前号第二節で検討したような食糧

自給政策を不動の原則とする中で貫かれようとした。土地は有限ではある。

だが，必要な資本投下，すなわち水と肥料の投下，そして合作化によって生

れた人間労働の合理的組織とがあれば，中国は工業化を支える農業余剰を生

むことに成功するとL、う認識に当局者達は支えられていたのである。食糧の

みでなく，棉花もその他の経済作物も過激なまでの増産指標をもたせられた。

有限の土地での食糧と経済作物の双方の増産を目ざしたその政策は，まさに

有限の土地の中で相互に土地を争い合Iうと L、う悪循環の道に入りこんだので

ある。

そして， 1956年， 57年の経済作物生産の不振の原因には，これらとの関連

で，新たに第三の要因がつけ加わる。それは経済作物全体の価格水準の低位

性とL、う農業経営の採算性に関わる問題であった。以下，この時期の経済作
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物生産不振の原因をその政府による価格政策との関連で茶と養蚕の例で見て

いきたい。

1) ~人民日扱』世論「生産更多的泊料J 1965年5月9目。

2) r方什&許多大，中城市食糖供不底求J~新iI'半月刊J 1957年， No・11， p. 117. 

3) 向上。

4) 表17参照。

5) 前掲 rf:1什ゑ許多大，中城市食糖供不虚求」
6) 孫中山「中園園民党第一次全園代表大曾宣言J~孫中山迭集(下)J 中華書局香港

分局， 1956年， pp. 526-528.参照。

7) Karl August Wittfogel， Wirtschaft und Gesel¥schaft Chinas， Versuch der 

Wissenschaft¥ichen Analyse Einer Grossen Asiatischen Agrargesel¥schaft.， 

Verlag von C. L. Hirschfeld， Leipzig， 1931， p. 337. 

8) Ebenda p. 338. 

9) ~人民日根』世論「按照計制播科大豆J 1956年4月15日。

10) r国労院副怠理j(~子恢的根告J ~人民日扱J 1957年2月22日。

11) この食糧の自給政策の追及は農村経済の自立性を指向する論者によって好んで引

用される例である。だが，本文でも示しているように，この食糧自給政策は，少

くとも当時は農村経済の自立性合支えるものとしてあったので、はなく，直接的に

は工業化とL、う課題を支えるべく食糧再分配の農村への還流を阻止するという側

面で理解されねばならない。つまり「農村建設」とL寸積極的な政策としてあっ

たと言うよりも，むしろ節約とL、う側面の負の政策としてあったのだと言えよう。

表19 茶の生産量の推移 〔単位千 t) 3. まず，解放後の茶の生産量の

1949年 41 推移を表19に示す。

1950 65 
茶の生産量は解放後，年々着実

1951 78.5 

1952 82.5 に増大する傾向にあったが， 1957 

1953 84.5 年には低下している。
1954 92 

1955 108 周知のように，茶は中国がイギ

1956 120.5 リスを中心とした資本主義世界市

1957 111.5 

1958 140 場に統合されていく際の産物であ

(出所) 国家統廿局貌「侍大的十年Jp.125. り， 19世紀80年代には，中国は茶
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の世界貿易で全盛を鳴きわめていた。しかし，その後，中国産茶がインド，セ

イロン茶によって徐々に世界市場からしめ出されていくにつれ，国内の茶園

の衰退過程がはじまった。そして，抗日戦争，さらにはそれに引き続くとこ

ろの第三次国共内戦によって.広大な茶園は壊滅的な打撃を受け， 1949年の

新中国成立時の生産量は，抗日戦争以前の常年平均産量約17万 tのわずか24

%にまでおちこんだのである。新政府の課題は，輸出品としても重要な，か

つ圏内の日常必需品でもある茶の生産を早急に発展させること，そのために

荒廃した茶園を回復させることであった。 1955年 1月に開かれた茶生産部門

の専門会議では第H期五ヶ年計画の終了する1962年以前に，生産量を戦前水

準に回復させることが決められた。

1955年の茶園面積は472万3，000ムー，平均単位面積産量はムー当り50斤で

あった。抗日戦争中の単位面積産量は30斤である o また，茶を生産する地域

は， 1954年段階では全国15省の 500余の県であったのに対し， 55年には15省、

の600余県に増えている。茶園総面積は56年には500万ムー余に拡大した。

先の生産量推移(表19)と併せて.1956年までは荒廃していた茶園の着実な

回復がはかられていたといえよう。

中国の茶園は華東，中南，西南の広大な山区と丘陵地帯の酸性ないし弱酸

性の土壌の上に分布しており，そのうち常年の降水量が， 1，000ミリを越え

る断江，湖南，安徽，四川の四省が主要産区である。一般に重点茶産区の農

民の全年総収入に占める茶生産による収入比率は40~70% といわれ，特に，

安徽省の那門，湖南省の安化，斯江省の採見等の地区は茶収入が総収入の60

~70%を占めている。

茶の増産に関しでも，単位面積産量のの上昇が主要措置とされたことは，

食糧やその他の経済作物の場合と変らない。 1955年， 56年の平均単位産量=

ムー当り50斤を表20のような先進水準にまで高めることが目標とされた。

だが，茶生産は着実な回復過程を歩み始めていたとはいえ，その回復の速

度は決して早くはなかった。朝鮮戦争をはさんだ1952年までの「国民経済の

回復」期には食糧や棉花などがはやばやと戦前の最高水準に回復していたこ
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表20 茶生産で高産量を記録した機関 (単位 ム」当り斤)

杭州十月茶合作社 (1) 143~360 

安徽省市1;門茶試験所 (2) 306 

福建省渓県斧州茶合作社 (2) 112~320 

湖南省湘湾群峰茶合作社 (2) 116-214 

(出所) (1) 林噺「什公原因使我国茶叶恒産不能迅速恢主主J~人民日扱~ 1956年11月1
目。

(2) 張志ぷ口「設展茶叶生j""，可以裕国幅民H人民日扱~ 1957年3月18日。

とを考えれば，その回復のテンポはむしろ遅かったと言えよょう。

もっとも，茶は多年生の作物であり，たとえばコストの短期回収はその他

の経済作物のようには望めない。だが，湖北省、蒲江県の 4万4，000ムーの茶

園のように抗日戦争中に破壊されたまま， 1956年に至っても荒山の状態であ

った地区もある〕。茶の生育に適する土地は一般に穀物育成には適さなし、。丘

陵と山地が中心であるということも加わって，食糧や棉花と土地を争い合う

とし、う事態はあまり起こりえなL、。だからなおのこと茶園の荒廃は土地の大

きな浪費を意味していた。

過去に存在した茶園の回復が遅れていた原因について， 1955年3月20日の

『人民日報』社説は主として行政，指導上の不備を挙げている。すなわち，

長期計画の欠如，指導上の誤りや指導そのものの放棄等が根本的な原因とし

て認識された。だが，この段階においてもすでに，茶に対する政府の買上げ

政策の問題(買上げ価格をイ尽く押えること，及び茶の品質評価を出来るだけ

下げて価格をやはり抑える〉と，茶農が食糧，農具等の生産及び生活手段を

充分に入手できないために生産が停滞しているとし、う具体的な問題が指摘さ

れ足。農産物に対する価格政策の問題点と食糧事情が多くの経済作物生産に

否定的に働いていたことを予想させる。

他方，回復に成功した茶園においては，合作化という新しい生産関係のも

とで，前述のように単位面積産量の上昇を基本方針としてもつことになった。，

茶の育成にも.また産量増産のためにも，やはり中耕除草，培土，施肥，春

の防寒作業，補種等の措置が必要であり，そのためには相応の労働の投入が



64 (9l4) 経済学研究第27巻第4号

必要とされる。個々の地区に於いては，施肥によって増産を果たした所もあ

った。例えば，安徽省、の蕪湖専区では56年に全専区の72!7~の茶園に肥料を施

して平均で前年比24%の増産を果たしている。先に表20に紹介した高い生産

高の諸機関等もおそらく施肥工作等がうまく行われたのであろう。

だが.一般の産量は低かった。むしろ生産を低下させた例もある。たとえ

ば，街江省富陽県春聯農業社は 360ムーの茶園を有しているが，その生産量

は表21に見るように年々低下している。 1954年のムー当り産量は 100斤であ

ったから，本来的にはけっして成績の悪い茶園ではない。

表21 斤江省春聯社の茶生産(単位斤〕 減産の原因は食糧生産の重視と

1954年 3万6，700斤以上

1955年 2万8.000

1956年 2万2，000

茶の買上げ価格の低さにあった。

合作化と『全国農業発展綱要』の

(出所〕林噺，前掲論文。 中で，食糧増産運動が提唱されれ

ば，合作社全体はそれを第一の課題とすることになった。 1956年に全国的な

高揚を見せた合作化は産茶区をもまき込んだ形で行われたのである。農村内

の労働力，生産手段，肥料等は優先的に食糧回へ回された。国が茶園用にと

売った肥料も食糧問へ投下される。ある地区では「何を播き，何を食うのか」

との標語の下で茶園中に雑穀の間作を行ったりしたとL、う。先の春聯農業社

では茶圏中に雑糧を間作して大きな収穫を得た。だが，総合してみれば， 55 

年には 1万 1，200元の収入を減i少させたとし、う。農業合作社に食糧生産と茶

生産を総合的に発展させるという計画がなかったので、ある。だが，政府の言

う「食糧の自給」と「農村の総合的多角経営」というこの二つの課題の達成

は1956年前後の中国農村では至難の技であったように思われる。

さて，減産をもたらしたもう一つの要因である買上げ価格の問題を見てい

きたし、。一般に茶を含む経済作物全体の政府による買上げ価格は低く抑えら

れていた。それは工業化の資金蓄積及び外貨獲得のために当然に必要なこと

と考えられていたのである。それは単に経済作物にとどまらず，山区の特産

物や後に検討する農家家庭副業産品等にもあてはまる。

茶の政府による買上げ価格は1951年を100として55年には123へと高められ
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た。張忘和によれば，茶生産の方が雑穀生産等よりはるかに収入がよいとい

う。だが，その価格計算が何を，またどれぐらいの生産力をもった茶園を基

準にしていたかは定かでなし、。湖南省では 100斤の茶の買上げ価格は生産コ

ストより 4元8角6分低かったとしづ。一般に茶生産に於いてはつみ取り作

業に最も労働力を必要としその労賃は全コストの50%を越える。個人農家

時代には，年に数回のつみ取り期に，茶園の近隣の農民は臨時の雇人として

このつみ取り作業に従事，現金収入を得ていた。合作社は本来的には労働力

の合理的かつ組織的編制によって，つみ取り作業その他を組織することが可

能である。だが，特に，単位面積産量の低かった茶園をその中にかかえた合

作社は，政府の買上げ政策に規定され，より採算性の高い分野を志向するの

が一般的であった。また茶生産で、黒字を示す合-作社においても，r食糧自給」
の運動の中では茶生産労働，すなわち耕，鋤，施肥，技落とし，補種，採取

の諸労働に対する報酬は圃場での食糧生産労働より低くおさえられていたの

である。

米沢秀夫氏の中国の価格政策の研究によれば，政府の買上げ価格の決定は

「まず食糧について，大まかなコスト計算をもとに，需給関係を参照してそ

の価格がきめられ，食糧との対比において，他の農産物の価格もきめられ」

たとしづ。それ故，棉花と食糧の価格比，油脂原料と食糧，業タバコと食糧

の価格比等は合作社の経営内容に深い影響を与える。だが，農産物全体の買

上げ価格の決定に際しては，中国でも劣等地の生産条件によって決定するの

かあるいは，中等地のそれによって決定するのか，意見が別れていたとし、うの

あるいは，食糧だけは劣等地の生産条件により，その他の農産物は中等地の

条件によって決定されるとする説があったとし、う。

経済作物の買上げ価格が一般に低く抑えられていたことは前述のとおりだ

が，価格政策に際してこの最後の案が採用されれば，劣等地，中等地，優等

地の全てで食糧生産への傾斜が生じよう。

合作社は独立採算の単位である。国民経済的な，主に価格政策を通じた強

制を受けるならば，そこでは採算性のない分野は切り捨てられざるをえない
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のである。

次に養蚕業の場合を見ていきたい。

中国の養蚕業の中心は四)1¥，漸江，江蘇の三省である。生糸も茶と同じく

中国の有数の輸出品である。繭がこれら地域の農家の重要な収入源をなして

いたことは当然であり，主要産区の全年総収入中に占める繭収入は40~60%

である。

茶の場合と同じく養蚕業も抗日戦争や第三次国共内戦による荒廃からの回

復が過渡期における課題であった。新中国成立後の1950年の時点での桑園面

積は戦前最高の41%であり，産繭量は20%にまで激減していた。 1955年には

それぞれ54%，35%にまで回復している。 56年には産繭量でようやく 88%に

まで回復している。だが，養蚕業も食糧にくらべた回復テンポはのろかった

と言えよう。漸江，江蘇の二省では， 1956年の春季の生産量は計画の97%に

終ったことが報告されている。

農業の合作化とそれに伴なう食糧作付面積の拡大，耕作制度の改変，水利

建設等の前号にのべたような運動は55年秋から56年にかけて大量の桑樹を伐

採することになった。江蘇省では桑園 1万ムーが廃棄されたとLづ。断江省、

でも著名な養蚕地区である崇徳県天花蕩地区で 3，000ムーの桑園が水田に変

えられてしまった。さらに徳清県では道路修築のために2万本の桑樹が切り

倒されたとし、ぅ。食糧増産政策が他の産物の発展を阻止したもう一つの具体

例である。

また桑はその生物的特徴によって間作をきらう。「桑樹を枯らすには野菜を

植えよ」とのことわざがあるほどである。食糧の自給を目ざし，限られた土

地の総合的かつ「合理的」な利用を目ざした『全国農業発展綱要』による運

動の高揚が桑園に否定的に作用することになった。

斯江省、では食糧自給をめざして全桑園の57%にあたる85万ムーに他の食糧

作物が間作されに政府が桑園用にと支給販売した肥料も食糧増産の旗じる

しの下で水稲田へまわされてしまった。「桑や蚕は食べられなL、」との論理が

1956年の中国農村，とりわけ養蚕区に貫かれたので、ある。この年，江蘇省も
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所江省も食糧の増産に成功した。養蚕においても減産にはならなかった。と

はいえ，年度計画を完成することが出来なかった上に，各単位面積産量は低

下さえしている。抗日戦争以前の抗嘉湖地区のムー当り産量は2，000斤であ

った。 1956年のそれは500斤である。

養蚕地区の農家，ないし合作社の収入にとって重要な意味をもっ繭の買上

げ価格を次に見ていこう。繭の買上げ価格は新政府の下でもちろん引き上げ

られたことはあったが，食糧やその他の経済作物にくらべれば(=比価〉長

期に亘って低かったといえよう。

抗日戦争前の繭と米の比価は 1: 13.33である。 56年には 1: 7.98にまで

高められた。しかしこれは1952年の水準からは上昇していなし、。過去の地主

経済の中国において，米がし、かなる「食糧」であり，農民にとっていかなる

水準の食糧であったかを想起すれば，そして新中国成立後はまがりなりにも

米が農民の主食になりえたことを想起すれば，この比価のもつ意味がよくわ

かる。

生糸生産，絹織物生産は国の工業化のための資金蓄積機構に位置づ、けられ

ている。それらの製品が外貨獲得の貴重な役を担ったことも前述のとおりで

ある。一般に買上げ価格を低く抑えようとしたのはそれなりの必要に応じて

のことだろう。 1956年には生糸と絹織物の価格は1950年にくらべて，それぞ

れ30.37%，59~90.73% も上昇している。しかし生糸，絹織物工業の原料と

なる繭の買上げに際しては，その品質が常に厳しく問題とされた。農家に対

して平均で29.26%の品質の向上が要求された。だから，繭の価格は実際に

は1%上昇しただけなのである;養蚕業において，この時期の経営状況に関

して，茶生産のような赤字経営の存在を示した資料は見当らなし、。だが，こ

こでも食糧生産との対比において「桑や蚕では食えなL、J論理が合作社の経

営を貫いたことは容易に想像される。各合作社は食糧の自給を中心とした

「総合経営」のスローガンをこの時期には掲げていたであろう。だが，合作

社内部において，その労働報酬を見ていくと，養蚕関係の労働の平均一日当

りのそれは1.375元，食糧生産労働のそれは2.1元でるる。合作社内部でもそ
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の労働力の分配，投資分配においては食糧への優先的な投下を行わねばなら

なかった事情が窺える。

以上，検討してきたように1956年， 57年当時の中国農村においては，経済

作物生産全体の不振が結果された。行論においても検討してきたように，そ

の直接的な原因は食糧自給をめざした増産政策にある。農村経済のほぼ全体

ないしほとんどの力量がこの部分へ向けられたのである。そしてそうした結

果をもたらした基本的原因が当局の価格政策に他ならなし、。次項で見る1956，

57年の中国農村での各家庭副業の衰退に加わって，この経済作物生産全体の

不振が農村及び各農家の所得向上に否定的に作用したことはもはや明らかで

ある。

1956年にはスターリン批判，及びハンガリ一事件とし、う社会主義陣営全体

を揺り動かす大きな出来事があいついだ。中国圏内においても，合作化と

『全国農業発展綱要』の政策そのものを根本から聞い直そうとする勢力が出

現した。当初の意気込みにもかかわらず，都市の消費生活は改善されず，農

民は一般にそれまでの 2倍以上の労働を投入しながら，しかしそれによって、

受け取るものは少かった。反右派闘争の中で，農村の合作社の無比の優越性

を強調するキャンペーンが続けられた。合作社の下で， 90%以上の社員が個

人農家時代に比べて，収入を増大させたという各地の実例が『人民日報』紙

上に執勘に載せられた。おそらく，これらはほぼそのままに受けとってよい

ように思える。広西省で1956年に水害のために餓死者を出し，そこの指導部

が殺しい処分を受けたとL、う記事の他巴は，かつての中国農村に普遍的であ

った悲惨な報道に接することはなくなった。

しかし，圏全体の経済バランス，とりわけ農村のそれには明るい材料はな

かったので、ある。農業全体の不振は全体的な数字によっても，また，本稿全

体が示したように各農家の末端のレベルに於いても明らかであった。 90%以

上の社員の収入を増やすことに成功した合作社は，それが生産力の増進によ

る外延的な富の拡張によってもたらされたという例よりも，そして，農村内
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の遅れた諸要因を積極的なモメントに転化して生産を増進させたという例よ

りも，むしろ，農村内部でのその富の再分配において，かつての貧農，下層

中農の生活水準の一定の向上を果たしたという側面の性格の方が強かったよ

うに思われる。合作社は分配の面で、のその新たな生産関係の優越性を示した

とL、う消極面で評価されるに過ぎなかった。

さらに， 90%以上の合作社買が増やしたという収入のほとんどは現物農産

物，とりわけ食糧であったと予想される。各地において，社員が日常消費物

資を買う現金(=日銭〉の不足に悩まされた。これはとりわけ次項で見る各

農家の家庭副業の衰退によってもたらされたとほぼ断定しうるが，各合作社

レベノレで、の経済作物生産全体の不振による合作社の現金収入の減少とその各

農家への再配分の減少とによる影響も大きいだろう。また本項で取り上げた

茶生産の場合で言えば，個人農家時代には年に数回，茶を摘葉し，その都度，

農家は現金を入手しうる状況にあったが，合作後は食糧生産との関連で，そ

の収益の分配は年に 1回ないし2回の食糧分配に統合されてしまったので、あ

る。各地で農民が自分達の必要消費物資購入のために合作社から借金を重ね

てし、く状況が続いた。

また， 1957年には，食糧の闇市場での売却が大きな政治問題となってあら

われた。共産党員であるはずの合作社の幹部が率先して，あるいは合作社自

体が闇市場で食糧を売りまくらたとし、う。中共中央はただちに『人民日報』

紙上でこうした投機行為を批判しそれが資本主義的本位思想であると決め

つけたが，それは単純な投機行為としてあったのではなく，減少する現金収

入の回復を目ざす合作社の必死の抵抗としてあったと理解すべきである。

1956年， 57年の農業の不振に対して，中国の政策当局は取るべき手法を模

索していたように思える。結論を述べれば，国民経済的要請と農村所得向上

を同時に達成すべき食糧と経済作物生産の双方の増産をどのようにして行う

か，中国は効果的な方法を提示することはできなかった。 1956年の後半から，

農家家庭副産物，経済作物の買上げ価格の上昇が実行された。いうまでもな

く，各農家，農業合作社の生産意欲を喚起するためであった。過去のこれら



70 (920) 経済学研究第27巻第4号

産物の価格を出来るだけおし下げようとする政策への自己批判として，価格

面から各経済作物等生産農家，合作社の経営積極性を促す政策が採られたの

である。

こうした価格政策をうけて，農業政策全体及び合作社の経営に関する方針

は「食糧と棉花の増産」を基本としながらの「総合的多角経営」の方針とな

った。それに伴い，合作社の管理運営面での民主化政策も追及された。 56年

に支配的であった上からの一方的な生産計画の指令に基くというやり方では

なく， 57年には社員自身による矯種計画，生産計画，労働力，農具等の配分

等の制定というやり方に変えられようとした。だが，そこでも食糧の自給の

方針は貫徹されているd

やがて， 1957年の中盤に，先に例を挙げた養蚕業の側から，養蚕農民に対

する食糧の優先的供給を要請する声が発せられるごとになった。食糧自給政

策を支える食糧増産へのいたずらな追及が，これら経済作物生産の発展を阻

止しているとし、う現場からの告白に他ならない。それは食糧自給政策に対す

る「専業化」への指向であり，経済作物生産農家，地区にとっての「総合的

多角経営」に対する「専業化」への動きであった。これ以後，中国は農業発

展政策への決め手となる方策を持たぬまま，食糧自給を核とした「総合的経

営」と専業化と L、う葛藤の中を進むのである。

1) !f'侍大的十年Jp. 125及び『人民日報』税論「努力設展茶葉生産J1955年3月20
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25) 刻順元「充分設揮江務省、工業平日資源的潜力H'新竿半月刊J1956年， No. 21， p. 

137. 

26) 済農，前掲論文。

27) 同上。

28) 同上。

29) 向上。

30) 同上。

31) 向上。

32) 向上。

33) 広東省で、は，経済作物生産の不振であった地域で農民の合作社からの脱退要求が

「少くなし、」社員から出された。 cr広東省釆取炉、極措施汎国衣業面上Jr人民日扱』
1956年12月5日〕。

34) 山西省の場合で言えば農民の年間平均労働日はそれまでの120日から250日に上昇

している。だが全省では史上最高の食糧生広 (86億 7，000万斤〕を果たしたが90

%以上の社員の収入を増やした合作社は40%でしかなかった(起忠信，商{堂「深

入的調査澄清了混苦し思想Jf人民日扱J1957年 1fJ3日j。
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35) 林鱗 rf也例:怒車季語文務総火多数社員機加収入JW新王手半月刊J1957年， No. 1， pp. 
84~85‘によれば山東学長告の埠ロ幾議案社では56年に余畿で前空宇比40%上井，磁業

J/X入で'88%のよ弁公実現させた。これによって95%の社員の収入会増加さ役るこ

とがで、ぎた。これはおそらくさ足時におし、て最もすぐれた部類の合作社‘であったと

思われる窃そこでは幹部が f一万斤のうりJr千ITの食糧Jと1、う任務会提起，間

作や密憾な強く要求したが社民がこれを批判しうワのE十厳令ムーさ議ち 6，000IT 

に…ドげさそ圭，また春トウモロコシ 120ムーの計画を30ムーに， うりの土地へのト

ウそ口コシのFJlj乍計画523.4.一念256ムーに変えさせるさ事の修正安行っている。ま

た合作社の手持m金で人道義派，馬ま霊祭を購入したの‘で社員の肥料造りへの潟、欲が
高まったいう。

この他，湖北省で、は90%以上.の合f字社と85%以上の役員の収入が機会話した。(、海

波「湖北Jfj史上特別依得記載約一塁手Jr人民自扱J1957年 1fi14B)だが， r"J~と

3撃は ÊI然~療があったということもあるが機E去に成功した社は35.8ガ，前年間水

準が5.9%，減銭安投が58.3."1)'である。資笠 fお級IDL:tE抗'j(中放出張Iiぞj的光線Jr人
民日殺J1957年 1月15日〉

36) r<=T共中央和国会税F索処潔γ西間'j(餓死人議事件JW人民日扱J1957年6)ヲ18B，
「去年!ぃ灘間焚餓死人事件殻f皆、祥護佐和宏、将処理的?J W人民自叙J1957年611

18Bo 

37) r人民自扱Jtr:論 f若造業托不音声、倣投机 1957年s月7問。
38) たとえば食主義，壌，野策号事の主雪上げ綴裕司〉上昇により会E量的にこれら商品の小売

億絡も引き上げられた(r泌，詮，潔f:11ti.綴ffrJW新修学月刊Jl1957年， No. 11. 

pp. 115-116)。
39) 例えば注35tこ挙げた滞日農業社のタjなど，また f人民日綴J1956年12月28日には

民主的な合作社経営で~95.2克の社員の収入手と維持ないし上好させた出家者の旗中IH

社の経験がJ紹介されたぷ中共愛関長委員会「旗~J.\、厳去を:討季実行民主主F計上的J)。

40) 芸品書事緩 f釆取滋当措施，畿展蚕宗主主長f'J r新年半月刊Jl1957王手， No. 16， p‘73. 

農家家庭器禁の と思議

億人農家時代の中堅霊祭村において，農家は銭関期，とりわ吟冬季のそれ

を利用してすげ鍛造り，爆竹造り，聾議等々の多議多識な家庭副業に従事じ

ていた。中閣の農家経済に占める剥業の収入は一般に全収入の1/3，山区地区

では1/2以上をも占める。それらは各農家の貨幣収入の主たる源泉であった。

の農家総収入に占める麟業収入の割合唱r示す。

55年秩から56年にかけての合{乍fとはま若干の例外をi11Jとして，大部分の小説
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表22 主義家総収入に占める議議案の割合 併の

滋F詩的 以 j区 40~50 江豪華(5) 30~60 

丘綾IK，湖区 30 貴チ11(6)く平均) 30~40 

40 山区 50以上

24 翻JII的 34.21

河;ft(4) 21 広宣言綜 44.お

くと込所) (1) 燭小舟「成問衣業生"ft'合作鋭的ー柴問題J~新修学月刊Jj 1956年 No・
21， p. 197. 

(2) 呉芝麟[美子士宮1m衣裳生~合{判上誌上鎌収入的一段問題J ~新等学月刊J
'1956年， No. 21， p.217. 
(3) 付加も f全面地鼓燦2災遺毛主戸和rlIl玄多紳1経済Jr新等学月初J1956年， No. 
21， p. 202. 
(4) 林鉄「河北裳淡路級衣業合作化的怒験教税J~新年半月刊J 1956匁， No. 
20， p. 66. 
(5) 金滋 f求副議長使罪広密切結合的停統的当保持J~人民日扱l 1956生存10月22白。
f江券各地袋三七戸合作部炎獲談会交流夜業副業全面増f"， ~多役員増加収
入的絞験Jr人民自殺J1956年g月号箆。
(6) 刻希「創業生濠華客是ま上去Jr人民日猿j
討議恕「不能忽祝主義付爵業生ヂ的被展」

15. 
削 除、役返[災行塁手手中経営，余閣議長衣護主役"ft'H新修学月初!jJl1956年， No. 
21， p. 168. 

摸な家隊創j業には議接的には予定っけなかった。零細な生産手段をもとに中

密の各農家で倍統的に嘗まれてきた農村家庭設業は，この段階でも，その原

ほぼそのままに残していたのである。

だが，合作北の進行と，それに梓う農業生産震発展への議動の進才?の中で，

農村冨I]~撃は表退していった。この過担をややたちいっ してみた

L 、。

揺健省歩源j思皇万郷。 56年5丹念体で500元の貨幣収入失う。

同県出塔郷。副業生産衰退。紫幣収入は余剰余獲の販売部分だけとな

る。(これは設護後の分配まで持たねばならない〉

5是 認健省闘清}系金鶴舞光輝農業生産合命社。 55年春1人平均1ヶ月副業

収入12完→56年春同 65己に議少。

三島 遼寧省庇河療の全燥の合f字社の商業経堂;決抗。経営良野のもの30%，
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本

計画はあるが経営不十分のもの40%，全く経営していないもの30%。

ネ 「経営」とは集団経営，社員個人経営の双方を指す。

⑤ 江西省葎郷，進賢，豊城，玉山等の四つの県の四つの合作社の調査。

副業生産総値は54年11月 ~55年 5 月にくらべ， 55年11月 ~56年 5 月は18

%~56%減少する。

⑥ 湖北省考感専区感寧県白敬農業社。 55年春季副業収入 3，151元， 56年

春季2‘140元， 22%の減少。

⑦ 同専区通山県朱家風1郷。 55年春季各家庭副業収入30元， 56年11元， 63 

%の減少。

⑧ 同専区考感県白沙区。各農家平均副業収入は55年比10.2元減少。

⑨ 同県高橋季家泉合作社。 55年春季，すげ笠生産2万ヶ，従事した農家

27戸， 56年春季，生産 5，000ケ，従事農家13戸。

⑩ 岡県石家橋，採魚用うけ(竹製品)生産に従事した農家， 55年10戸以

上， 56年ゼロ。

⑪ 貴州省。副業生産種類減少。養豚20%から80%減少，農具加工，搾油，

運輸，家庭副業いずれも減少。

開陽県馬場区原農業合作社，合作社経営の 5種の副業の全部と家庭副

業の大部分停産。春季 3ヶ月で 2，000元の収入減少。遵義県龍坪郷。竹

細工生産農家50戸以上が生産を停止。

⑫ 湖北省麻城県牛巻鼻郷の 4つの合作社(368戸〉の調査。

単位元

農業収入 副業収入 Z十

1948年 24，000 42，000 66，000 

1951年 35，000 28，000 63.000 

1953年 41，000 26，000 67，000 

1955年 54，000 14，000 68，000 

5) 

⑬ 河南省林県西豊郷，農業生産は56年に24%上昇，副業生産は50%減少。
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議 河南翁博愛;暴言守良鎮。 60種綴以上の竹製品製作による絞入は全農村収

人の73.4克を占める。 56年 1 月 ~7 丹の生産高は前年同期の1/41\こ誠少。

⑮ 阻JIl省奉節操，特産品や薬材，うるし等 520品種を生産する山区。

部分が戦前最高水準に遠く及んでいない。

以上， る資料のうちからまとめてみた。 Jそれぞれに副業生産のか

なり顕饗な後退がうかがえるo もちろん，この程度では，あの広大な中国の

全ての績向を程挺したとはし、えなし、。なかにはき農業生産，副業生産いずれ

も顕替な増産の成功をおdめたouもあるはずである。特に1955!与の農業生産

しい自然、災害を受けた地区では逆に冬季のぷ1]業生陵会総織することによ

って被った損害を軽減したものもあったようである。

だが， 1956年全般の農村市場の繁栄はなかった。『人民日報j紙上に農村誠

業生態接援を呼びかける記事が純度も載せられた。副業衰退によって農家の

現金収入がなくなり，農村市場が停滞していることを告げたり，あるいは生

議に盟難が生じた農家の僚が報道されているo

前にも述べたように，合作化によって多くの地誌の幾民の実鷲収入が最終

的に上昇し，たことはおそらく事実であるO 農業生産の分野では，寸でに紹介

した差是業改革のいくつかの深刻な失敗はありつつも，合作社はその優越性を

したように思える。だが，合作社の成績の苦手{演を「農民の実物収入〈主

i用者〉だけを議視し，多綴多様に産み上起される混金収入を

諒れZJやり方によって行うそれまでの支配的な額肉は56年の戦まから厳し
く批判されるようになった。幾毘，とりわけ貧農や下中差是は本来的に務費性

向が潟いから，所得が向上すれば，後らのi畏入は消費品市場へ向かうはずで

ある。だが，その実賀収入の一定の拡大が，設幣収入の拡大と結びつかなか

ったこと，及び，その月If得分配の時期が合作化による季節的偏在宅どうけたた

め，農村消費品市場の繁栄は得られなかったので、ある。つまり，合作化によ

る所得向上とは，それまでの欠鰻戸状態からのー惑の余糧戸への転換でしか

なかったといえよう。
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農民は鋭業生産その他によって得た貨幣で灯油，食塚，衣服，日用務費品

々を芸詩人する。これらの部分が消失すれば，軽工業会核とした第 I期5ヶ

年計画の蓄積原還は機能しなくなるの毛訳東の描いた雄大な構想，合作化と

『全開農業発展綱要Jがその理念とした「重工業が農業を市場とするJ構想

の端緒の実現化過程拭，逆に経二工業製品の甑銘エニ中間農村市場を額塞させる

という皮肉な結果をうむことになった。それは同時に都市住民の必要とする

の農村誠意量品の不足と，責主主な外貨獲得澱の滋少を3意味するO

ここで，この時期の農村開業のl衰退の諜菌を一般的な形で示しておさ?たし、。

第一に，この時期，とりわげ冬季爵業生産の減少の原患はこの時の合作化

過程で饗した労働投資による[冬忙」に求められるの水利建設，経料造り

きど中心とする農田基本建設の連動は各農家の労働力 ること

によって遂告されたοそれが各農家の副業従事時罷を奪ったことはあまりに

も傍らかである。逆に56愛子冬から57年春にかけての農間基本建設運動は低調

であった。副議の盟援はその関に一獲の実現.をみた。ここに持者の相際関係

を見いだぜる。

第二に，農業の増蔵，とりわけ食糧の増畿の罷先的発展をめざす第二節で

検討したような諾搭畿は農村生活全般を変えることになった。今や幾作業に

従事する時間がそれまでの'2告になったのであるo

このように，合作化による集団労鶴の増大が副業生産に否定的に作用した

ことが最初に指請されねばならない。

ところで，中国農村には数千年に瓦って存複する「農民貿易」と呼ばれる

瀦業形態がある。これは各農家，遅発誌が自己の謀長物を自ら薮売するものであ

る。選去の農民は自己の家庭で生産した副業品等をこの農民貿易の形態t~お

いて飯発し，自らの必要な紫幣j収入を得ていた。だが，農村市場で露営商業

や合作社商業の支配権が確立lきれるにつれ，これら差是氏貿易は急速に衰退し

ていったのである。こうした農村市場に於ける変化を受けて，合作後の農家

家総副業の級協環境も大きく変化しているσ初年に全中麟で支霊的であった

農村家内罷業の経営形態は生産を各農家が担い，その産物を合作社や様営高
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業が統一的に購入するとL、う形態であった。それ故，そこに於ける買上げ価

格が合理的であるか否かが副業生産の発展に直接的な影響を与えるであろラ。

そして現実にはその買上げ価格は極めて低く抑えられていたのである。 56年

5月7日の『人民日報』紙上の司枕亜論文は地区及び個別商品の買上げ価格

の低さが副業生産意欲を減退させていることを指摘している。一般に，各地

区段階での国家の買上げ価格の低さが合作社レベルの生産意欲を減退させて

いた。これが衰退の具体的なそして第三の原因であると思われる。具体的な

例を挙げれば湖北省の副産品の買上げ価格は楠竹が55年の 1本 6.9角から56

年には5.4角へ下がり，竹枝1本の価格は56年に12.4%低下した。また肥料

としても重要な雑骨は55年の 1斤当り 3.5分から56年の 2，9分へと低下して

いる。このような国民経済的強制を受けた合作社がその内部に於いて各農家

からの買上げ価格を低く抑えたことは当然である。

56年5月10日の『人民日報』社説は合作社内部での買上げ価格，すなわち

副業労働に対する報酬の低さが各家庭での副業従事への意欲を奪っているこ

とを初めて指摘した。再たび湖北省の李家泉合作社の例を挙げよう。ここで

は圃場での作業に対して 1日当り1.5元の労働報酬が支払われたが，それよ

り労働時間の長い(朝 6時から夜9時まで〕笠造りに対しても1.5元が支払

われたにすぎなかった。しかもその中から10%が公積金，公益金として合・作

社に保留されている。建新農業社の場合には手工業労働との対比で示そう。

圃場での農業労働報酬が一日当り1.25元，それに対して木材踊工労働の 1日

の報酬は1.1元である。東紅社では農業労働が1.4元であるのに対し，みの

造り労働は熱練でさえも1.4元であった。

また，これらとは次元を若干具にするが，副業生産による収益の分配に際

して，合作社が多分に留保しすぎたことが農民の不満を呼んでいる。河南省

溶県買庖郷順利合作社では55年冬から全社で3万斤の食糧欠乏が発生した。

この時期に全社で 1，274元の副業による現金収入があったが，合作社はこの

金額で蓄音機と石炭を購入したとしづ。湖北省、馬橋区では，社員が山に入り

採集したたき木，雨天の日に河川で捕捉した魚類，老人が編んだ草軽，さら
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には子供が拾った竹の校までを全て合作社の収入に入れてしまったとし、う。

以上のような状況の中で副業生産は衰退していった。農民の貨幣収入が減

少したことによる農村市場の停滞は前号で述べたとおりである。それによっ

て農民の収入が減少し，生活に困難を生じた例も各地から報道された。副業

生産全体が衰退していったため，例えば山区では椿油の原料が採取されなか

ったり，材木も伐採されず¥食油工場や製紙工場が材料不足で操業停止にお

ちいったりした。農家所得の減少と生活困難の発生，農村市場の停滞，軽工

業の操業停止等に見る国民経済全体のバランスの崩壊が当局の予想に反して

現実のこととなったのである。

事態を重視した中央当局は56年の5月段階から一斉に農村副業回復のキャ

ンベーンを張り出した。 56年5月24日の『人民日報』社説「農村副業を発展

させよう」はその衰退の原因を次のように述べていJる。

「多くの農村工作幹部は，県や区の党や政府の指導幹部も含めて，合作

化の高揚とrI956年から1967年までの全国農業発展綱要(草案)Jに鼓舞さ

れて，全力で農業を発展させ，一切の人力，物力，財力を農業生産上に用

い，急速に大きな成果を収めた。農業を重視することは正しし、。しかし，

彼らは農業を副業と対立させ，農業の発展に埋没し，意識的，無意識的に

副業を放置した。」

当時，農村の基礎工作人員の多くは「農業生産運動がうまく L、かなければ

批判されるが，副業生産はどうなっても関係がな ~'J という認識をもってい

たとL、ぅ。地域によっては，副業を行った者は二日間の土木作業に従事させ

られる「罰J'をうけたり，他の社員の前で「本位主義思想J1"資本主義思想」

として，その「誤り」を認めさせられたとしづ。社員が山区に入り込んで棒

油の原料を採取したり，材木の伐採を行ったりするのを「山林の統一的保護」

という名目のもとで実力で阻止する幹部もあらわれた。また副業従事が認め

られた合作社でも雨天の日だけ狩猟が許され，晴天の日には禁止されていた

とし、う。

「副業を行って一日に10元の収入を得れば批判を受け，農業増産で5斤の
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食糧を作れば表彰される。」この言葉は当時の農村の雰囲気をよくあらわして

いるように思える。 1956年の各合作社に対する食糧増産の要請の課題がし、か

に大きかったかを改めて感じさせられる。 12年で農業生産を 2~3 倍にしよ

うとする『全国農業発展綱要』の指標L 下部へ伝達される度に雪だるま式

にふえていった。省のレベルでは5年で2倍にすることが決められたり，県

のレベルでは 1年で3倍に高める生産計画が設定されたりもした。新しい技

術，つまり労働生産性が顕著'な上昇を保障する条件のない下でのこれらの計

画達成への唯一の与えられた前進的要素は労働力の合理的，組織的編制であ

る。労働力の分散は極力避けられねばならなかった。「人人出工，戸戸関門」

(人々は皆労働に出て，家々は廃業する)Jあるいは「社を家とみなす」こと

がスローガン化された。

また，農村にはレンガ焼，運輸業等に単独経営で従事する者も存在してい

た。これらの労働が農業労働との関係で、新たな評価を受けとるのもこの時期

である。石灰生産に従事していた者が，自らの労働を「光栄ではないJr模範
になりえなL、」との理由で蔑み，農業への転業を申し出た例も報告されてい

る?一方では青年男女の農業，農村からの離脱の願望や都市への|童れが根強

く存在し現実には農村労働力の都市への流出としづ事態が進行していた。

その中で，農業労働の崇高な意義と任務を徹底させ，長い間，都市の側から

みくだされてきた農業労働への尊厳を人々の聞に定着させるために新しい価

値観の創出を急速に行っていった過程の他方に於て，上記のような現象が生

じていたことこそ中国社会経済の後進性の反映である。そこにも，当時の農

村に課せられた任務の巨大さと，中国の大地に安定的に社会主義を築くこと

の過渡期の困難が表明されている。

ところで，上に述べてきたような合作社の経営方針に対して，生活の困難

に苦しむ農民が抵抗を示したのは当然で、あった。広西省の桂平県では収入の

減少した農民が合作社の集団労働に従事することをボイコットし，型田任務

はわずかに40%が完成しただけで‘あった。湖南省、では農民が豚の販売を妨害

しようとする幹部に対抗して，徒党を組み， 棒をもって夜間に隣の江西省、
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に販売に行ったとし、う。

農民の生活困難は大きな問題であったっ 5月27日に全国先進生産者の代表

会議で演説を行った部子恢は当面の農村工作の中で、の強めるべき中心環を

「合作社の不断の収入の増加と社員収入の不断の増加」とに求めている。そ

して 5月24日『人民日報』社説は合作社の評価を農業生産と副業生産の発展，

合作社の公共蓄積の増加と社員収入の増加の四点で行うことを強調すること

になったので、あな。さらに，いたずらに合作社レベルで、の統一的な買上げ政

策を追及せずに，小規模の副業は積極的に各家庭の経営管理にまかせるとい

う方針が示された。それに伴い，農村自由市場の復活が実現された。さらに

合作社レベルでは，家庭副業の発展のために各社員に一定の時品と資金を保

証するとL、う政策が明らかにされたので、ある。それによって合作社が制定し

た年間の労働計画を見なおす作業も行われた。甘粛省では各社員に毎年60日

から 100日，山西省では2ヶ月の家庭副業従事時聞が保証されることになっ

た。江蘇省では地区，県，合作社のそれぞれに家庭副業生産の責任者の配置

が定められた。これ以後，家庭副業は若干の回復過程に入る。だが，復活さ

れた農村自由市場は前に見た食糧の投機行為等の舞台となっていった。 57年

暮には自由市場は閉鎖されてしまう。それに伴って農家家庭副業も再たひ、衰

退過程を続けるのである。

以上に検討してきたように， 1956年の中国農村では，国民経済的な要請で

ある食糧と棉花の増産政策の下で，各家庭副業の衰退が大きな問題となって

あらわれていた。食糧と棉花の増産が農村所得あるいは農民所得を向上させ

るとしづ当初の考えにもかかわらず，農民達はそれ以前に彼らが有していた

収入源をほぼ断たれることによって，逆に収入を減少させまでしたのである。

農家家庭副業と農民貿易とは各農家が国民経済に直接的にリンクされる手段

でありまたその舞台であった。私はそれらが断たれた原因は第 i期5ヶ年計

画の超過達成を目ざす中で農村に要請された食糧と棉花の増産政策にあった

と考えている。そして集団=合作社と各農家との対抗関係がそれを二乗に強

める働きをしたように思える。それ故，かつて農家がその個別性に於いて維
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持してL、た貨幣収入源の回畿，そして個別に担っていた富民経済との接触を

集盟である合作社が傑きましうるような局閣の到来は，でにこの段搭tこ於い

ても現れてし、た農村説業の集団経常の発換を待たねばならないと惑う O つま

り，かつて個人農家時代に維持されていた農村経済の一つの循環性と完結笠

が合#社という新しい生産関係によって高い次元で回復されるべきことこそ

が，あの「農村工業jへの基本的発展コ…スなのである。合作社はその本来

の性格において，労働力の合潔釣編制，生援諸手段の合理的利用を可能と

るものであるο そして，ここにこそ中毘の追及する「差是村の総合的多角経営J

の本来的理念があるはずであった。それは食績の自給をや心とした自給自足

的農村毅済盟の構想とは必ずしも符合する必芸さはなかったように患われる。

1) 張主役「要注意議会長襲業生緩合作任務1社員今人的現金収入Jr学習JI1956年8月号，
p. 28. 

2) 史通 fゑ体的領島幸次業生Ft会f'F校的高n業生j"jr政治学習J1956年， No. 10， pp. 
32-34. 

3) 壬燕群 f湖北省考感苓LK今年春季幾村市場的情況Jr新q;.，学flflJJ1 1956年 No.
12， p. 79. 

4) 努i森下部業生厳重要主主上去Jr人民日扱JI1956年5fi27問。
5) r人民羽根J校総 f警護展農村刷業J1956年5fi24日。
6) 張掌，総掲論文。

n 乏昌隆?滑化竹J貨"3句f十ゑ減少アJr人民日扱 1956年5Ji27日。
8) ヨド拘林，張新燦「廷決狭笈“f手薬"然rJ向上。
9) 立疑惑主，前掲総女。

10) 藤氏貿易についぞは閤顧行 fや閤農村的幾民貿易JW新奉月報JI1955年， No.9， 
pp. 180--181 

11) 可杭主張「不能忽後議付笥u業生誕H人民尽き震J1956年5fl 7告。

12) 主燕若手，前掲論文。

13) r人民自鍛JZt論「議長義村市場進ーさが活躍起き長J1956年5Ji10図。
:ヰ) 涜燕群，

15) 司杭52，

16) モ燕善幸，前掲論文。

17) 湾筑波，前掲論文。

18) 前掲『人民お扱i主上総， 1956年5fi24 EI。

19) 司杭亙，前掲論文。
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20) 向上。

20 対務，前掲論文。
22) ヨミ燕務，前掲論女。

23) 伊!恕「提高感佼濁割P震~務長多幸幸次議嬢湾Jrr新慾設~ 1956王手， No・11， p. 22. 

24) タi希，前掲総:文。

25) :X燕若手季節織論文。

26) この持薬草の農村部麹の実情を現す幾付女性の結婚観を示ナ資料があるので紹介し

ょう ο 山西省稔次燃の曙光農数社の場合，村の女性の給矯初手の選択序列は(1)労

働議幹部〈共立ま党の?一一引用者〉③幾民νであった。 1955年からお匁の 1年聞

に結婚した女性は金村で57人，そのうち36人が都市へ流出〈結焔相そ手の内訳は労

働者23人，幹部き人，教職負ヰ人)21人が農村へ残った。農村へ残認した殺のう

ち農家へ嫁いだ者はわずかに 2んあとの19人は金銭的に機織でいずれ都市へ配

転される職業軍人の元へ嫁いで‘いる。都市へのあくことのたい願望がぶされてい

る。 cl笠2成在佐王

X恩想3宣主俸返玉玲寺約経患験食Jrr新f停Fさ竿F手勾丹月刊JI1号57長年手， No. 10， p. 9心。
27) 湾紙;互主，前掲論文。

28) 超自先，~Jï蕊治 r;思祥正磁気?待衣民的商業活毒事H~人民尽扱j 1956年 1rl26Ll. 

29) 都子仮 f農業会作化的情況和今后的If'F任 17H人民白銀Jl1956生存5月8関。

30) 前掲『人民自扱J護士誌 1956年5rl24130 

30 向上。

六換村飼養業の畏開i践程

合作1tと f金調農業発展綱要Jの提出の下で19路年に農村が蒙づた葉北の

内容をしめくくるものとして，本主認では集団経営(=合作社経営〉と農家経

との接点、に位置し，かつ富民総済と農村経済の接点に{立置していた農村飼

養業の動向を検討してし、く 0

1. 合作イじと『全簡農業発展綱要』が，その農業機産運動との翼連で大規模

な肥料造り運動を提唱したことは言tr号、で述べたとおりであ、るO ここでしばら

くや留の肥料状混を検討したい。篠 i諜5ヶ年計画ではソ連の援助等によっ

ていくつかの化学総料工場が建設されたが，その生産能力はわずかに91万 t

であった。都子恢がら7年に「関家は毎年百数十万 tの化学肥料や農薬を農林

に供給してき とその成果を誇示しでも，化学肥料の供給量が 100万 tをど
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超えたのは1955年，生産量が 100万tを超えたのはようやく 1958年のことだ

ったのである。 1957年の化学肥料の計画生産量は57万8，000tであり， 1962 

年までの計画でもその生産能力は300~320万 t に見積られていたにすぎなし、。

この後者の数字を全国の播種面積で計算すれば 1アールあたり 224gにしか

ならなし、。化学肥料は中国肥料状況に対してその当初においてはほとんど影

響を与えていなかったと言ってよいだろう(表23参照〉。

表23 化学肥料の供給(1.000t) 

国内生産 輸 入 供給総量
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2，305 

318 

592 

802 

1，255 

1，608 

1，944 

2，708 

3，305 

3，415 

2，882 

3，991 

5，989 

7，034 

10，889 

13，905 

(lfl所) Kang Chao， Agricultural Production in Communist China 1949ー1965，
The University of Wisconsin Press Madison， Milwaukee， 1970， p. 315. 

1954年の段階で，全国の耕地総面積中の40%が施肥量ゼロであったとし、ぅ。

1957年にはその数字は15%に低下する。 1956年前後に施肥率が急上昇したこ

とが示されている。

さて，この時期に土地に施されていた肥料の種類について， K.チャオ
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(Kang Chao)の統計を引用したい(表24)。

1950年代を通じて最大の肥料源が大家畜の糞尿であったことが示されてし、

る。また，豚の糞尿の利用が1957年に飛躍的に上昇し 60年代に入るや急激

に減少していることも一つの特徴である。人聞の糞尿の利用がほとんど例外

なく上昇傾向であるのに比したこの特徴は，この時期の家畜，とりわけ豚の

飼育の経営問題との関連性を予測させる。

L 、ずれにせよ，人間と家畜の糞尿の肥料としての利用は，それぞれの利用

度の吟味を省くとすれば，全肥料源泉の中で絶対的に大きな地位を占めてい

たのである。 400斤の小麦の生産にはチツ素12斤， リン 4斤，カリ 10斤を，800

斤の米の生産にはチツ素20斤， リン10斤，カリ25斤が必要であるとL、ぅ。『人

民日報，]1957年11月28日の陳尚謹，陳西の共同レポートによれば，各糞尿1，000

斤当りの成分は表25のとおりである。一般に豚一頭は年間 4~ 5，000斤，牛，

馬は 1 万~1 万5 ， 000斤，人聞は1 ， 000斤の糞尿を排出する。これらが肥料と

してさらに合理的に利用されれば，中国の目ざす単位面積産量向ービの過渡的

表24 天然肥料の利用 1952~66年 (単位 1，000 t ) 

1，，*，，，， 1=，*"" 1大家 1#..!--Q;" 1 .'"，.)，.--!-I Y.'3. om 1."" .，，，，，，，，1 |人糞尿|慨尿|畜糞尿|草木灰|油かす|緑肥|河，海泥|合 計

1952 176，500 125，200 267，500 

1953 188，800 142，300 297，700 

1954 202，900 158，700 331，400 

1955 218，000 144，200 358，300 

1956 231，600 144，500 375，700 

1957 245，500 262，600 375，600 

1658 245，500 288，000 382，900 

1959 245，500 324，000 384，300 

1960 254，500 226，200 274，200 

1961 269，800 129，300 168，000 

1962 275，200 161，600 174，800 

1963 280，700 193，900 188，500 

1964 286，300 226，200 209，100 

1965 292，000 258，600 233，100 

1966 297，800 274，700 257，100 

Ibid.， pp. 310-311.より作成。

70，600 4，590 11， 200 

74，600 4，730 15，000 

75，800 4，910 20，000 

81，000 4，500 25，000 

81， 000 4，550 30，000 

77，400 5，090 38，500 

78，900 5，000 47，300 

79，100 5，220 54，000 

56，500 5，720 60，000 

34，600 4，500 66，000 

36，000 4，500 72，000 

38，800 4，7ヨ0 78，000 

43，100 5，090 81，700 

48，000 5，090 82，000 

53，000 5，090 102，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

73，000 

728，591 

i'96，131 

866，71 

904，00 

940，35 

1，077，69 

1，120，60 

1， 165，12 

950，121 

745，20 

797，10 

857，63 

924，49 

991，79 

1， 062，69 

O 

O 
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後25 各糞尿1 りの成分 f子〉

チ ツ 努き カ 日 ザ こ/

啄繁* 5~8 5~1O ヰ-7

4::.護主主響詩草 6~10 8-12 3~5 

人事集長長 6~8 2~3 2~ ヰ

〈出所〉 総尚襲撃， ~専問「十大肥源，料伴走宝J ff人民司被~ 1き57年11月28悶。

課題の達成も不可能ではない。それを実まずる経験も各地から数多く報告さ

れた。一般に豚一頭の紫綬で200~300斤の食糧，牛，馬一識のそれで 500-

900 人爵一人のそれで100~150斤の食糧の増産が可能であったという。

これらの中で， 1956年の農家殺料浩り運動においては緩の糞尿の浮Ijf習が霊

点的に呼びかけられた。豚一頭当りの糞尿による施肥面積は3ムーが適当で

あると計算された。主主持，すでに食糧の索上げ政策との欝速で，農村調養業

盛衰の畿を握る家畜の鯛料の不是が間閣となっており，後に ように各家

菌数は減少する額向にあった。 1956年四月 7日のず人民臼報』に載っ

レポートは芸家の護送料問題とその繁泉による食料増産効果の関連について

次のような計算を持っているので、それを紹介しよう。

ヨコ 認の糞探と飼料の欝係
稼 1頭の糞尿→300-350斤の会理機綾〈上の諜尚喜重，陳簡の数字より

多い〉

豚 1 頭の餓料←一濃厚飼料200~300JT

ヘ
¥組鏑料1，500-2，000斤

ノ1/2議で濃淳館料
/ 

1閣の糞尿ー叫1/2で粗童話料生産
¥ 

りで人間

@ 設及効果
寂肉増大叶食糧消費〈穀物〉減少

1頭さ語りラード10斤…ゅ機物治務費減少吋油料作物語穣減少一食糧作物

商積拡大

ミ歩 兵体計算ou
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1) 全国で 1，000万頭の豚を飼育

濃厚飼料20~30億斤 1 
粗飼料150~200億斤j 必要

2) 粗飼料を全部耕地で栽培すれば200万ムー必要→200万ムーの食糧面積

が減少

3) ラードによる食物油の代替効果で300万ムーの食用油作物地節約→300

万ムーの食糧面積拡犬

4) 差引 100万ムーの食糧面積拡大

5) 1 ， 000 万頭で30~35億斤の食糧増産， 濃厚飼料20~30億斤以外に10~

15億斤が余る

こうした計算をもとに挑会賓は①養豚→肥料造り→増産，②肥料造り→増

産→養豚とし、う農業内循環の範式を示すことによって，全国で養豚を大々的

に発展させることを呼び、かけたので、ある。

さて以下では，豚を中心とした有機肥料の利用を呼びかける政策との関連

で，その肥料源の存在を検討し中国農村の飼養業の動向を見ていこう。

1) r国各 I;~副怠理)tß子恢的扱告J w'人民日扱j1957年2月22日。

2) Kang Chao， Agricultural Production in Communist China 1949-1965， The 

University of Wisconsin Press Madison， Milwaukee， 1970， p. 315. 

3) 挑会実「算ー算手宇釈肥的大阪H人民日扱j1956年12月7日。

4) 向上。

5) w'人民日報』社論「必須1J1i緊夏季積肥工作J1955年8月2日。

6) w'人民目抜』社論「鼓起動来，大量釈肥J1957年11月18日。

n 王志民「大力釈肥，合理施肥，提高戸量Jw'人民日扱j1957年11月18日。
8) 隊尚謹，除西「十大肥源，伴祥是宝Jw'人民日扱j1957年11月28日。

9) r中共中央，国努院美子被展非猪生P的決定Jw'新学半月刊j1957年， No. 7，・ p.
75 は豚の数量減少の原因を次の3点にまとめている。①飼料不足，これは1953

年以降の食糧の統一買上げ統一供給の政策の実施により農村にとどまる余剰食糧

が減少したこと。また，農村の豆腐坊，粉坊，油坊を都市に集中したため，これ

らから生ずる飼料部分がなくなったことによるとしている。農民の食糧配分序列

は，人間，耕畜，豚の順であり，耕畜の飼料すら不足していたとL、う，②豚買い

上げ価格の低さ，③養豚に対する指導の欠如。

10) 桃会実「算ー算奔猪釈肥的大脹H人民日扱j1956年12月7日。
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1956年 7Jil段現在の家毒事保有頭数

i主葬{立方頭)

村岡社会主義主総済建設泌総に於けるや悶農村経済の変遷〈その二)

表261956年7Ji 1日現在で2. 

の家畜保有状況は表部のとおりであ

0.6.% 

+ 1.4% 
-4.9% 

-0.8% 

十 4.8%

+ 6.5% 
+13.6% 

ヰーG克

5，436 
(23) 

1，239 

741 

1，180 

171 

37 

5，349 

3，864 

8，441 

f小家Eドる。このうち，

あかや

(手し や〉

水 守二

ラグ
ーや

ブノ、，担ノ七まと，

ダ令「大家議Jと呼ぶ。この小家議

i潟と大家畜の合計数字は 8，804

ハ
バ
〆
品
中
学

お

ω

ツ
ラ
例
続
出

践の総額数より 3637f頭多い。

タ頭当りの排出糞尿もこれら大小家畜

の方が豚よりも多いので，天然肥料

号象料用状況も先の表24のような結果に

「統計汀下通訊J資料窓f1956
年令関牧畜情況J新学半月干11..1
1957年， No. 1 p. 88. 

〈出所〉なるのは当然である。

そして F全国第 i探Sケ

の完成率は農業発展車需要Jは議産業に擬しても意欲的な号

った。 1956年の保有頭数計画とその完成長訟を表27に訴す。

るの特に誌の成績の悪さが滋につく Oラクダを除いて全て

これら家警警の所有主体さと見てみよう O 青海，新種，湖南省以外の全次に，

題24翁市庄の統計による合作後の家畜保有状況は表部のとおりである。

ラノごの大小家畜は差是梁生産力機送誌の中では耕蓄としてこと地開ノミ，

とともに主要な生態手段範露惑を構成するの合作化はごと地，
本

にこれらの大小家畜の協同化を実行した。採に対してはそれ冷なされていな

ととも

し、。

これはラクダが主に活境ラクダのみが{例外的に個人農民所帯が多いが，* 
小数民族阪城の家畜であること及びミ主要な用途が運輸手段であったことと

より若

も劣った

すでにこの時点で家高額脊との経営主体現の発展鏡劣があらわれてL、る。

第 1位が儲入農家月rr有のラクタ¥第2f立が集団所有の大小家務，
のが，合・作社内部の社員綿入所有を中心とした寂で、ある。この点は極め

関係している。これらの辺境小数民族区域の合作北は全悶的な

子遅れていた。
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表27 1956年の家畜保有頭数計画とその実績 (単位頭〉

1 956年 56年実際の 56年実際の
1955年

函 1.実 際 55年比 計画完成率

あか牛 53，480，614 57， 720，900 54，357，263 101.6 94.2 

(乳牛) 233，526 

水 牛 12，470，498 13，163，100 12，390，608 99.4 94.1 
，馬 7，311.570 7，934，200 7，410，861 101.4 93.4 

ロ ノ、 12，402，384 13，312，000 11，796，466 95.1 88.6 
7 ノ、ー 1.722，707 1，937，600 1.708，467 99.2 88.2 
ラクダ 357，020 354，400 374，187 104.8 105.6 
最南 羊 50，213，025 59，040，300 53，489，103 106.5 90.6 

山 羊 34，005，141、 40，401. 700 38，641，463 113.6 95.6 

豚 ~87， 919.603 129，830，200 84，414，413 96.0 65.0 

(出所〕 向上。

表28 1956年全国家畜保有主体別構成 (%) 

|牛|水牛|罵|ロパ|ラ十件同綿羊|山羊|豚

24 省市 反 . 総計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

国営・地方国営農牧場 0.2 0.5 1.7 0.1 1.2 0.3 18.7 1.2 0.4 0.6 

農 業 メ口込 作 f-[ 72.8 79.3 68.9 69.9 75.0 7.6 25.4 30.8 39.2 16.3 

fl: 員 私 有 12.8 9.8 11.2 24.8 10.6 14.9 9.7 41.5 43.4 73.1 
その他(個人農民) 14.2 10.4 18.2 5.2 13.2 77.2 46.2 26.5 17.0 10.0 

(仕l所〉 同上。

味深し、。合作社の優越性の判定基準をより長期的な視点にたって，また農業

経済の全面に渡って求めねばならないことは当然のことであるが，少くとも

この時点では，こと大小家畜の飼育に関連しては，合作社が前年水準をも越

えることができなかったとし寸意味で，個人農家経営の後塵を拝するという

皮肉な現象を示している。また，豚に関しては，都市肉食供給源としての独

自の意味をもっており，恒常的に屠殺される割合が高いので，他の家畜との

単純な比較はできなし、。だが，その保有頭数を大幅に下落させていることは

重大であり，そこに合作社と各社員との聞の経営上の諸矛盾の存在を予想す

ることは極めて正当であろう。
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ここ芝、はさしあたり，合作社の集団経営によって飼育されようとした大小

家畜の表退の原因を考察していこう。

第一の原因として指摘しなければならないのは，各個人農家保有耕苔の合

作化に際する集団所有への移行の政策上の不合理で-ある。

農業の技術改革については，新式畜力農具の普及が長期的に提唱されてい

たこととも関連して，牛，馬を中心とした耕畜の育成発展はかなりの長期的

な課題とされていた。だが，当時の中国農村においては，耕畜の長期の育成

発展とし、う政策は「相対的な政策Ji過渡的政策」としてうけとられていたよ

うに思われる。特にそのうけとめ方は農村幹部に強かった。「連ソ一辺倒jの

政策と「集団化対機械化」論争におけるトラクター化への期待とは，すぐに

も中国農村の機械化を実現するかのような錯覚を産んで、いたのである。双輪

双鍾型を中心とした新式畜力農具の普及はあくまでトラクター化を実現する

ための過渡的改革なのだという認識が農村を支配していた。後に黄敬は次の

ように自己批判している。

11956年以前，我々は農業について，社会改革の基礎上で，技術改造を

行うと考えていた。ソ連邦やアメリカの状況を見て，r機械化が労働生産率
を高め増産を可能にする』ことが技術改造の主要方向であると考えていた。

しかし，我々は中国の農村の状況をよく研究していなかった。だから，農

業機械化の長期計画の上では，その目標を水平的に高めすぎ，進度を急ぎ

すぎた。その規格及び品種は非常に少く，圏外の製品だけを見ていた。」

ここからある意、味で「中国的な」技術改革の方向や，農民自身による農具

改革運動などが生じてくるのだが，当時の当局者がし、かにトラクター化を中

心とした機械化を展望していたかが示されていると思う。

し、ずれにせよ，こうした機械化への展望との関係で耕畜の育成に対する農

村幹部の姿勢は消極的なものとなった。そして，土地，農具等の集団への移

行とともに行われた耕畜の合作社への買入れに対する消極性が生ずるのであ

る。各個人農家が保有していた耕畜の中でも丈夫で若い体格のよい耕畜のみ

が合・作社に買入れられた。牛の例で示せば，農民の持つ老牛，弱牛そして飼
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育費用のかかる幼牛，耕作に従事しえない争牛等が合作社から締め出される

という現象が各地で起きている。農民連はこれらの牛をほとんど殺害してし

まったといしまた，合作社は，これらの牛を賢人れた後で柱やと交換する

ためにそれを売りに出したりしたとLづ。また，憧民経済的にはここでも政

府の錨格政策のミスが自についた。生きた牛を販売するよりも牛肉，とド皮の

販売の方が利益があったため，一部の農民や潜殺商人の牛の殺害行為に拍車

をかけたといしこのような経過の中で，合作社はおこ壮牛だけを強うニと

になり，幼牛，苧牛毒事を長期的に養成して自己増殖させる道女閉じてしまっ

たのである。

第二二の原閣として挙げねばならないのは合作設の耕蓄に対する経営管理ょ

の問題で、ある。河南省延津県牛屯社では牛舎が狭すぎて耕牛は臥休もで、きず

73頭が衰弱死，輝燥では子牛が圧死している。(この問題は後に土地全体のsE.

力を上げることとも重なって，条件のある地域で耕畜を放し麟いすることに

より部分的に解訣されるにヨさった。〉また，集団経営とは震いつつも専門の龍

育長を光芳に寵震できない合作社さえあった。翻育員に対する労働報餅iの査

定等を含めた合作社内分業の未成熟を示している。さらに，耕奮の使用が隣

使の限りをど極めたことも農村餌設業全体の褒i患の重要袈霞である。{閑人農家

時代の耕牛の一般的な陸揚での作業日は生存罰120~180日である。合作化葱後

の56年のそれは実に 300Elにはね上がっている。これは耕畜全体の減少と合

作化による集担幾業の増大の双方に露関がある。議は耕地の作業に，夜は水

の汲み上げに国じゃが使われた。 57年初頭の各地の衰弱耕主義の割合を表29に

よって示す。健康でカの強かった耕議が合作北によって3支えていったのでる

る。ところによっては牛を全く休ませなかった地域もある。i'た，京輪JR鋒

今!!の導入に捺して各地で耕畜の不足が問題となるや，合作社が収入犠加のた

めに鶴育していた乳牛にまで，一台75kgの重震の双輪双錨識を濠かせること

が提唱された。

第三の原菌として鏑料の不足が挙げられよう o 人間主人分の食い扶持を必

とする耕議が自らの再生産口繁殖のための充分な飼料を与えられなかった
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表部衰弱緋議の割合 〈克〉

~t正定感 (1) 31.41 
m 江省 00 ~.OO 

山策省 00 W.OO 

湾務省炎蔦県 (3) 41.00 

(出所) (1) 人民日搬J 語1:諮問詰~繁獄緋蜜J 1957年3J315目。
(2) U人民問綴H止論「改善総主義的銅空手管理J1957若手ヰ月19日。
(3Jr耕務分数量毒苦手機得叉目白~A主J u人民日猿~ 1957年6月2Bo 

ことは容易に懇畿できる。

かつて，錦人農家時代，耕議は各幾家経済にとっては，土地，農具ととも

に三主要な農業生産畿財であった。欝場へ出て人間と共間で農作業を行い，水

もt設みよけ日会議経く。設獲された食緩を人需と分け合い，その糞援は肥料

として再び大地へ返ってし、く。人間と耕議と土地との小さな昌己兜結的な循

環がそこでは生きていた。そして，各幾家は母議を飼い，交直立させることに

よって耕畜令繁嬢させ，ある時は幼畜を他の幾家あるいは他の農村に苑りに

出して貨幣収入を得ていた。そのような観人農家時代の耕畜会事告とした農家

経済の構造は，合浄化によって破壊されたのである o1956年の合作化が耕運ぎ

を罷場での生産手段という鵠聞においてだけ集賠化するにとどまったことは，

中国燦業，農村が未だその干甘い循環性や自己究結性を綾持しなくてはならな

L 、生産力段階""(.のその破壊を意味していた。それ故，破壊された循環性を合

付社のレベルにおいて新しい拡がりをもって回複すること，それこそ，前項

で見たような農家家寵謡業の集閉経済としての陣後過程と軌をーにした中閥

的「農村建設jの基本ヌースでなければならないのでるる。

1957年に入って中閣の当昂の耕畜発展政策は，合作社内部での自己増殖を

主とする方鈴に，そして幼£ゃから壮やまでの総合・前な耕畜育成，さらにはそ

れを支える飼育長の農村内自立化な含む農村内分業の方針としてiまとめられ

ることになった;第 l期6ヶ年計践の重工業罷先策によってではなく，急激

な工業化政策との関わりで食横と棉花のま議室主をや4むとした「総合的多角経儲」

の下でもたらされた f一面的jな農村蒋頴によゅて破壊された過去の農村経
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済の回復過程こそ，農村経済圏の自律化としては呼ばれるべきでない「農村

建設」に他ならなかったのである。

1) ~人民日銀』社論「注意飼養和使用小牲畜J 1957年2月10日。

2) 黄敬「我国衣業机械化問題J~人民日扱J 1957年10月14日。

3) 摩魯言 i1956年衣業生F工作的足、結和1957年的任発H新隼半月干IjJl1957年， No・

8， p. 85. 

4) r人民日扱」社論「加緊繁殖耕畜J1957年3月15日。
5) 東北3省，山東，河南，河北，除西の 7省で1954年6月から1956年6月まで 190

万頭の耕畜が死亡した。 (i中共中央，国各院美子耕畜問題的指示Jr新年半月刊」
1957年， No. 8 .p. 76)なお， 1956年の山東省の屠殺は70万頭，繁殖30万頭，除

西省は屠殺22万1，000頭，繁破20万4，000頭である。げ人民日扱」社論「加緊繁殖

耕畜J1957年3月15日)。

6) í圏第院美子防止濫宰耕牛和保炉設展耕牛的指示J~新年半月干ru 1956年， No.2， 

p. 73. 

n ~統計工作通訊』資料室，前掲論文， p.90. 
8) ~人民目抜』祉論「大力推「分散暇葬耕牛的怪奇主J 1957年6月2日，また河南省

舞陽県の調査では牛舎飼いの死亡率は17.3%，放し飼いのそれは0.425'6'であった。

(i耕畜分散飼券岐得又肥叉壮J~人民日報Jl 1957年6月2日。
9) 山奈省農業I庭「麻楽農業駐牲口喰苦手前后J~中国農扱Jl 1956年， No. 15， p. 20. 

10) ~人民日:扱JlW>l:論「改善耕畜的飼券管理J 1957年4月19日。

11) i衣業部長夢魯言在南方双輸双鋒型会議上的講話(摘要)Jr新隼半月刊Jl1958年，
No. 7， p. 127. 

12) ~人民日扱』前掲耐論， 1957年4月19日。

3. 養豚業が中国農村飼養業の中でも主要な地位を占め，また豚が中国農業

において耕畜の場合と同様に農業生活の循環の一つをなしていたことは明ら

かである。

まず，新中国成立後の養豚数の推移を表30に示す。 1954年をピークに保有

頭数は55年 56年と下降している。 1956年の年度計画では保有頭数は 1億

2，983万頭にまで達することになっていた。だが，年末段階では8，414万頭で

計画完成率は65%でしかなL、。

55年秋からの合作化はそれまで各家庭で営まれてきた養豚に関しては，そ

れを集団経営に移行させることはしなかった。その多くは農家個人所有にと
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表30 豚の保有状況(単位万頭〉

1934 7，853(1) 

1949 6，000(2) I ( 5，775.2)(5) 

1951 7，000(2) 

1952 8，977(1) I ( 8，976.5)(5) 

1953 9，000(2) I ( 9，613.1)(5) 

1954 10，000(2)J I (10，171.8)(5) 

1955 8，970(3) I ( 8，792.0)(5) 
1956 8，441(4) I ( 8，402.6)(5) 

〔出所) (1)隼恕「提高車位面~r"量勾護展多紳衣業淫務J [f新建設J1956年， Nc.11， 
p. 23. 

(2)[1大公扱』社論「忽祥看待肉食問題J'1957年 1月9日。
(3)[1人民日扱』社論「某些商品先何供不庇求J1957年2月11日。
(4)[1統計工作通訊』資料室 i1956年全国牲畜情況J[f新隼半月刊J1557， No・
1， p. 88. 
(5) Nai-Ruen Chen， op. cit.， p. 340. 

どまっていたのである。表26，及び表27で示したように，他の耕畜との比較

でも，またその絶対数量においても養豚の衰退は著しし、。そこには先に検討

した合作化による大小家畜の衰退とはちがった集団経済と個人農家の聞のも

う一つの矛盾があらわれているように思える。

1956年， 57年に中国は養豚業の発展を何度も呼びかけている。養豚業発展

は主に二つの理由によって必要とされた。一つは先の農家肥料政策との関連

で、示しておいた肥料源としての意義においてである。前述のように一頭当り

の糞尿の施肥面積は3ムーが適量だと判断されたから 1億頭を保有したと

しても 3億ムー，これは当時の耕作面積の1/5にしかならなし、。大量増産，大

量飼育の呼びかけは当然のことであった。養豚発展のもう一つの理由は都市

を中心とした住民の肉食供給源としての意義である。本稿第四節で示したよ

うに56年， 57年の都市人口の増長によって消費物資の不足は重大な局面を迎

えることになったが，豚肉の不足は中でも突出した問題で、あった。 1億2，000

万頭の豚を保有したとして，その半分の 6，000万頭を毎年食用に供すれば，

6億の人口をかかえる中国では一年に10人で一頭を食べる計算になる。一人
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当りの一年の食用量は10斤で一ヶ月になおせば1斤に満たない。 400万の人

口をもっ北京市では一人一年の食用必要量を25斤と定め，年間 100万頭の購

入を計画していた。だが，その需要を満たす力はなかった。 1956年の暮から

57年にかけて遼寧省の沈陽市では病院，療養所，託児所，食堂等の公的機関

以外は豚肉を全く買えなかったとし、う。また大連，鞍山，撫JI頂，本渓，阜新，

錦州等の都市でも一般市民は数炉月に瓦って豚肉を買えなかったとL、う。

このように肥料供給源及び肉食供給源として大きな需要を有していたにも

かかわらず，豚保有頭数は急激に減少していった。その原因を次に考察して

し、こう。

第一に，ここでも経済作物，農家副産物，土産品等の場合と同様の政府に

よる豚の買上げ価格の問題が挙げられねばならなし、。いうまでもなく中国の

豚保有頭数は世界ーであり，中国全体にとって，豚はブラシその他の原材料

となる豚毛の輸出を通じた外貨獲得源としての意義をも有していた。それ故，

都市肉食供給源としての意義も加わって，豚は中国全体の資金蓄積機構の中

に組み込まれていたのである。だから，その買上げ価格が低ければ低い程，

資金蓄積には有利であった。だが，豚の買上げ価格は異常に低すぎたと思え

る。全中国的な価格分布は明らかで、はないが，往々にしてその買上げ価格は

その生産コスト以下であったようである。具体例を挙げよう。四川省江津県

流水村のある農民は1956年4月に豚ー頭を35元で売却したが，もう一頭を6

ヶ月間太らせて10月に売却したところ30.5元しか入手していなし、。同じ県の

永興二村の農民は 125斤の重量の豚を22.5元で売却，入手した金で二頭の子

豚を買入れた。その重量はあわせて48斤，しかも24元を要している。さらに

豚の価格の地域差が大きかったのもこの時期の特徴である。

さて，このような生産コストすら回収しえない価格政策が何故に採用され

たのかを考えていくことによって，我々は養豚業衰退の第二の要因を知るこ

とヵ:で、きる。

過去の個人農家時代の中国農民の養豚の目的は以下の序列をなしていた。

第一に肥料，第二に現金入手，そして第三に肉食である。合作化は土地を各
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農家の私有力、ら合作社の共有に切り換えた。その際，各農家に野菜議培用と

して全蕗演の5%以下の土地が語留地の名目で残されていた。いまや過去の

自己のこと地の95%は合作社のものとなった。その集部所有の土地へのH肥料の

供給源として豚をど位量づけるならば，それはあくまで農業用生産費量きとして

の豚の意義を前面にたてねばならないだろう oそして議裁の経営主体につい

ては，合作社とL、う集部であることが，土地，役畜，幾具等の所帯主体との

関連ではじめて背合主主をもちうるものであるはずだった。だが，合作化は販

の倒入所有志とそのままに残したのである。土地を f失ったj農民に自らの意

識で肥料を与えるべき土地は文字通りになくなった。農民の養薮g的の第一

伎に現金入手が位置づいたのである。

1956年段措でのや閣の養豚発後政棄はその農業増差益との震連で目衰の肥料源

としての意義に即した内容をもっていた。誌かは肥料源としての生産資院なの

であるから，それによって大いに増産をし，一躍の段階で豚肉を食用に究却

すればよいとの考えであったのだろう。だから，生産コストを回収しえない

資上げ舘格のイ隠さは決して正常で町あるとはいえなくとも，農業経営にとって

は二次的な意味しかもちえないのだとし、う総識がや畿の政府当問者の隠に交

翠的であったとj恵、われるo56年の初頭以来の養豚政策はこうした基調に賞か

れていた。しかもそこでは，各地域内での豚のu巴増殖が経営主体に関する

明確な方向づiずのないまま養豚の蒸本政策とされていったのである。子践を

外地から買入れてそれを太らせて苑るのではなく，白日の地域内での牝豚と

牡豚の交艇による自給的な方法での増殖が正統とされた。確かに，誌も

と問機に農村経済舟循環の議裂な一環な構成しよう。だが，践にはさら

市内食源=畜政範障という掴民経済的なレベノしの循潔がつけ加わる。この両

者の龍全な溌a議‘発展さど支えようとするならば生産手段範障としての秘話に

おいて養豚業の基本的な合作イじをはかるか，あるいは，会摺入所殺にとどめ

たままでの国民経済的な鍾格政策を通した斜激策を採るかのどちらしかない

であろう。 1956年， 57年のや儲義務業の渡迭は以上のようなぞの経営医師と

経護主体に関ずる統一的多持合的な政策が欠拐していたことによってもたら
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されたので、ある。

だが，やがてそうした中で養豚業発展の基本政策が統一性，斉合性をもっ

ベく編成されなおしてL、く。 1957年2月28日に中共中央と国務院の「養豚生

産発展に関する決定」が発表され，イスラム教民族区域以外の全国で豚の買

上げ価格を高めることが決定された。その上げ幅は 5%~27%，全国の平均

では 13.89%である。約70k9の豚の売却によってこれまでより平均6元の収

入上昇が各農家に保証され，全国の養豚農民は合計で2億元く、、らいの増収に

なるとしづ。この他一頭の豚の売却の度に各農家に 4~ 7.5 kgの豚肉が無条

件で提供されることになった。また，買上げ価格の上昇を受けて全国の豚肉

小売価格も平均7%土井してい2。このようにして，養豚に関しては「私有，
私養，公助」の方針が正式に採用されることになった。豚の糞尿に関しても，

合作社がそれを各農家から合理的な価格で買い取るよう指導されたρ こうし

て中国はその生産手段範醇と畜産範時というこつの側面をあわせもち，国民

経済と農村経済の可視的接点に存在する特殊な養豚業を合作社社員経営の方

法によって発展させようとしたので、ある。それは「自留地」をめぐる諸問題

とともに合作社経済内での個人経済部分の残留及びその増大として一つの不

安定要因を中国経済に内包させることになった。

1) r大公扱』世論「伝祥看待肉食問題J1957年 1月9日。
2) 砧淵「江宇省的生猪~Ef"領専工作必須JA根本と加以改変JF人民日扱J1957年5月10日.

3) r統計T.作通訊』資料室 i1956年令周牲畜情況Jr新王手半月干IJJ1957年， No. 1. 
p. 88 

4) i中共中央国安院美子裂展雰猪生戸的決定Jlr新隼半月刊Jl1957年， No. 7， p. 

75 

5) 向上。

6) i迭些商品先{十ふ提グトJr人民日扱J1957年4月初日。

むすび

1956年を中心とした中国農村の変遷は社会主義工業化を安定的に支える農

業の建設としてのそれであった。合作化と『全国農業発展綱要』の提出とが
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本来的には農村ないし農業を重工業ないし工業の市場として位置づける政策

理念の下で農業を工業建設に従属させていくものであったことは前号におい

て示したとおりである。しかしその政策理念は二つの要素によって失敗す

ることになった。一つはその実践過程を現実に担うべく双輪双錯梨の普及の

失敗によって，もう一つは食糧と棉花の増産を中心とした農業改革によって

もたらされた中国農村経済の一面的再編成である。そして，その一面的再編

は第一期5ヶ年計画の当初の工業化の発展テンポを急激に上昇させるという

「突如として出現した」政策によってもたらされたものであった。急激な工

業化を支えるべく急激に変化させられた農村は，当初の政策意、図であった農

村所得向上政策の現実的成功を見ないまま，むしろ，それまでの農村経済の

秩序を破壊される所にまでおちいったのである。合作社はその本来の性格に

おいて労働力の合理的再編，組織が可能である。我々が現実に表象する中国

農村建設の諸相は「重工業優先政策」の優先によって食糧と棉花の増産を実

体とした農業政策によって奪われた過去の中国農村経済の姿を合作社という

新しい生産関係のレベノレにおいて再現ないし展開しているものに過ぎない。

少くとも現実の中国農村経済にはそのような側面の貫徹が見られねばならな

いのである。

とはL、え，現実の中国農業政策は食糧や棉花の自給を中心とした農村経済

圏の構築を目ざす諸策を掲げているようにも見える。だが，本稿全体で示し

たように，中国国民経済の中に位置する農村経済はその産物に於いても，ま

たその業種においてもそれぞれに特殊な様式で、国民経済にリンクされていた。

それ故「豊かな農村建設」を自給自足的な農村経済圏によって達成しようと

するなら，かつての政府の市場機構的な諸策=価格政策に代位しうる農村経

済全局を律する新たな方策を考え出さねばならないだろう。中国はまだその

方策を見つけ出していないように思える。
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